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令和６年度　事　業　報　告　書
自　令和６年４月１日

至　令和７年３月31日

Ⅰ　総 括 的 概 要 　日本経済はデフレ脱却に向けた動きを強め、３年連続の賃上げや設備投資の
活性化が進む一方で、円安や物価高による家計負担の増加が懸念される状況に
ある。日銀は金融政策の正常化やインフレ抑制のため、金利の追加利上げを実
施し経済の安定を模索している。
　一方、世界情勢に目を向けると、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻の長
期化、中東情勢の緊迫、中国・台湾問題の先鋭化、北朝鮮の動向、そして、い
わゆるトランプ関税の動向など、国際環境の不安定要因が経済に与える影響は
引き続き大きい。
　そうした中で、足元に目を向けると、円安進行に伴う原材料やエネルギー価
格などの物価上昇や人手不足に伴う労務費増、値上げや価格転嫁の難しさ、当
所管内で顕著に進む人口減少や県外流出による地域の活力の衰退など、域内事
業者が克服すべき課題はより多様化、広域化している。
　地域の産業振興の一翼を担う商工会議所は、経営環境の変化に柔軟に対応し
ながら、成長への挑戦、付加価値拡大、収益力強化に向けた取り組みを後押し、
地域に根差した経営支援を実施してきたところである。

１．中小企業・小規模事業者の支援
　中小企業等経営強化法に基づく「経営力向上計画」の策定支援で、人材育成、
コスト管理等のマネジメント向上や設備投資等により、事業者の生産性向上を
徹底してサポートした。その結果、国認定12件の支援を達成し、認定後の鳥
取県産業未来共創事業（生産性向上・新技術導入推進型）などの申請へつなげ
て、実施計画をバックアップした。また、生産性向上特別措置法による「先端
設備等導入計画」の支援では、４件の鳥取市認定を受け、事業者の設備投資を
後押しした。
　県の認定計画および補助金申請支援では、新たな企業価値創造型・生産性向
上・新技術導入推進型では、４回の公募に対し22件の申請を受付け、企業価
値創造型12件、生産性向上型８件の承認を得て、事業者の新たな取に組みの
チャレンジを支援した。また、事業承継では、同補助金（事業承継促進型）に
２社申請、採択認定を得て支援した。

２．地域経済の活性化
　裾野が広く�“世界最大の成長産業”�とも言われる観光産業こそが地域経済の
活性化であり、地方創生の切り札である。今年度は鳥取市として目指す「とっ
とり観光のあるべき姿」を統一ビジョンとして策定。今後はこれを実行に移す
べく、新たに「観光ビジョン実現委員会（仮称）」を設置し、行政や様々なステー
クホルダーとともに取組みを本格化させる。

３．震災への対応
　その他、2024年１月１日に発生した能登半島地震への対応としては、被災
事業者および被災商工会議所の復旧・復興を支援するため、当所の役員･議員
に義援金を募った。役員･議員企業等55社より190万円をご協力いただき寄附
した。そして、日本商工会議所の呼びかけに応じて、当所職員である経営支援
専門員１人を６月24日から28日までの５日間、石川県「能登事業者支援セン
ター」に派遣し、被災事業者の支援にあたった。
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変更なし

変更なし

役員・議員の定年に関する規程の一部改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年３月17日常議員会議決）

Ⅱ　事 項 別 状 況

　１．定�款�お�よ�び

　　　規　 約　 等

　　⑴　定　　　款

　　⑵　規　　　約

　　⑶　規則・規程

旧　　　条　　　文 新　　　条　　　文

（常勤役員）

第１条

常勤役員の定年は年齢満65歳とする。

（就任年度の11月１日を基準）。

２���就任時、当該年齢未満の場合であっ

て、その任期中に当該年齢を超える場

合は、その任期限りとする。

３�　当該年齢に到達した場合であって

も、在任６年以内までは、その限りで

ない。

附��則

１���この規程は、平成16年11月26日か

ら施行する。

２���この規程は、平成29年６月23日から

施行する。

（常勤役員）

第１条

　同左

２　

　同左

３�　当該年齢に到達した場合であって

も、在任６年以内までは、その限りで

ない。但し、会頭が認める場合は、そ

の任期中に限り延期することができ

る。

附��則

１���この規程は、平成16年11月26日か

ら施行する。

２���この規程は、平成29年６月23日から

施行する。

３�　この規程は、令和７年３月17日か

ら施行する。
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　２．組　　　　織

　　⑴　会　　　員

　　　①　会 員 数

　　　②　部　　会

イ　会員内訳

ロ　業種別会員数

　　農業�15　　　鉱業　２　　　建設業　495　　　製造業　193

　　電気・ガス・熱供給・水道業　７　　　運輸通信業　106

　　卸・小売業　505　　　金融・保険業　70　　　不動産業　61

　　サービス業　713　　　その他　30

ハ　地区別会員数

　　鳥取市　2,115　　　岩美郡　18　　　八頭郡　30　　　その他　34

ニ　会費負担口数別会員数

部会内訳

51口～100口 101口～200口 201口以上 計

21 11 6 2,197

１　　　口 ２　　　口 ３口～10口 11口～30口 31口～50口

597 1,352 129 54 27

部　　会　　名 主　た　る　所　属　業　種 所属部
会員数

建　 設　 部　 会

工　 業　 部　 会

流　 通　 部　 会

金　 融　 部　 会

一般土木建築工事業、土木工事業、建築工事業、板

金・金物工事業、塗装工事業、電気工事業、管工事

業、土木建築、建築サービス業、建物売買業、土地

売買業、不動産代理業・仲介業、不動産賃貸業

食料品製造業、織物製外衣・シャツ製造業、製材業、

木製品製造業、家具製造業、印刷業、金属製品製造

業、電子部品・デバイス製造業

衣服・身の回り品卸売業、農畜産物・水産物卸売業、

食料・飲料卸売業、建築材料卸売業、一般機械器具

卸売業、医薬品・化粧品等卸売業、百貨店、スーパー

マーケット、　呉服・服地・寝具小売業、婦人・子

供服小売業、酒小売業、家庭用機械器具小売業、医

薬品・化粧品小売業、書籍・文房具小売業、スポー

ツ用品・玩具・娯楽用品・楽器小売業

銀行、クレジットカード業、割賦金融業、証券業、

生命保険業、損害保険業

582

　229

　463

　�

63

区　　分 前年度末現在会員数 新規加入者数 脱��退��者��数 年度末現在会員数

個　　　人 500 28 29 499

法　　　人 1,674 14 45 1,643

団　　　体 55 0 0 55

計 2,229 42 74 2,197
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　　　③　委 員 会

　　　　　特別委員

　　　　　会含む　

委員会内訳
⎧　　　　⎫　⎜　　　　⎜⎜　　　　⎜　⎩　　　　⎭

部　　会　　名 主　た　る　所　属　業　種 所属部
会員数

観光・交通部会

サ ー ビ ス 部 会

一般乗用旅客自動車運送業 , 一般貨物自動車運送

業、自動車小売業、自動車整備業、旅行業、土産品

関連業、食堂・レストラン、すし店、喫茶店、バー、

スナック、旅館・ホテル

新聞業、民間放送業、ソフトウェア業、公認会計士

事務所、税理士事務所、その他の専門サービス業、

専修学校、各種学校、洗濯業、理容・美容業、写真

業、各種物品賃貸業、広告代理業、その他の広告業、

建物サービス業

320

　540

委　員　会　名 委員数 主　な　審　議　事　項

運 営 委 員 会

企 画 政 策 委 員 会

ローカルフードプロ

ジェクト特別委員会

ま ち な か 賑 わ い

創 出 特 別 委 員 会

コンパクトスマートシ

ティ推進特別委員会

とっとり観光ビジョ

ン 策 定 特 別 委 員 会

13

5

��

7

　

6

6

15

会議所運営・活性化対策・優良従業員被表彰者

の審査　　　　　　　　　　　　（4.3.26設置）

当商工会議所の取るべき�“行動計画や、課題解

決のための立案”�及び、外部機関に対する�“提

言活動の内容”�等について調査・研究する

（23.4.1設置、4.12.13改称）

域内企業、産業支援機関、大学、地域商社など

関係するステークホルダーと連携を図って地域

の食品産業を中心に新しい価値を生み出す農商

工連携を支援するなど、当地域産業の活性化に

資することを調査　　　　　　�（4.12.13設置）

中心市街地の賑わい創出のための、空き店舗や

低未利用地を活用し、来街者が使いやすい歩行

者動線整備検討と併せて広く議論する

　　　　　　　　　　　　　　�（4.12.13設置）

多様化する社会の中で、地域の特徴を踏まえつ

つＩＣＴを活用しての地域課題の解決、すなわ

ち「コンパクトスマートシティ」の実現を強力

かつ迅速に推進する（4.12.13設置）

行政、観光関連団体や事業者、市民、地域、団

体、事業所、学校などのあらゆる関係者が観光

振興を担う主体であると認識し、本市が目指す

べきビジョンを描き、その具現化を果たしてい

く（5.3.23設置）
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　　⑵　特�別�会�員

　　　

　　⑶　特　　　定

　　　　商�工�業�者

イ　会員内訳

ロ　業種別会員数

　　農業　４　　　建設　41　　　鉱業　１　　　製造業　25

　　運輸・通信業　12　　　卸・小売業　25　　　金融・保険　５

　　サービス業　47　　その他　３

ハ　地区別会員数

　　新鳥取市　81　　　岩美郡　18　　　八頭郡　30　　　その他　34

ニ　会費負担口数別会員数

イ　特定商工業者数（令和６年９月１日）

　令和６年度特定商工業者は、資本金300万円以上の法人、又は、常時使用す

る従業員が20人（商業・サービス業は５人）以上の法人及び個人である。

合計欄（　）内数字は負担金納入者数

ロ　業種別特定商工業者数

　　農林漁業　４　　　鉱業　２　　　建設業　358　　　製造業　160

　　電気・ガス・熱供給・水道業　６　　　運輸通信業　99��

　　卸・小売業　425　　　金融・保険業　57　　　不動産業　82

　　サービス業　401

区　　分 前年度末現在会員数 新規加入者数 脱��退��者��数 年度末現在会員数

個　　　人 20 0 0 20

法　　　人 138 1 0 139

団　　　体 4 0 0 4

計 162 1 0 163

１口～５口 ６口以上 計

160 3 163

区　　　分 特定商工業者数
内　　　　　　　訳

会　員　数 非会員数

個　　　　人 0 0 0

法　　　　人 1,594 1,238 356

計 1,594（1,372） 1,238 356
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イ　年度末現在の各役員の定数および実数

ロ　年度末現在の役員

　　⑷　役　　　員

区　　分 定　　数 実　　数 備　　　　　考

会 頭

副 会 頭

専 務 理 事

常 議 員

監 事

理 事

1

4

1

35

3

2 以内

1

3

1

33

3

0

※欠員

※欠員

役員名 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

会　　頭 児嶋　祥悟 鳥 取 瓦 斯 ㈱ 代表取締役会長 ガ ス 供 給

副�会�頭 平井　耕司 ㈱ 鳥 取 銀 行 代表取締役会長 金 融

〃 岡　　周一 ㈱ 日 ノ 丸 総 本 社 代表取締役 不 動 産 取 引

〃 西垣　　豪 東 洋 交 通 施 設 ㈱ 代表取締役 道 路 工 事 業

専務理事 中山　孝一 鳥 取 商 工 会 議 所 専 務 理 事

常�議�員 今井　敏明 大 山 日 ノ 丸 証 券 ㈱ 代表取締役専務 証 券 取 引

〃 岩崎　陽一 ㈱ サ ン マ ー ト 代表取締役 小売スーパー

〃 影井　一清 大 和 建 設 ㈱ 取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 木下　貴啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 取締役会長 め っ き 加 工

〃 小谷　文夫 ㈱ 小 銭 屋 代表取締役 旅 館

〃 澤　　耕司 日 本 交 通 ㈱ 常務取締役 旅 客 輸 送

〃 嶋田　耕一 山 野 商 事 ㈱ 代表取締役 紙 類 卸 売

〃 清水　昭生 ㈱ 清 水 代表取締役 金 属 加 工

〃 竹内　茂喜 ㈱ エ ヌ ケ ー シ ー 代表取締役会長 信販・自動車学校

〃 玉川　政一 ㈱ 玉 川 代表取締役 廃 棄 物 処 理

〃 玉木　淳二 鳥 取 医 療 器 ㈱ 代表取締役 医療機器小売

〃 田村　博信 鳥 取 信 用 金 庫 理 事 長 金 融

〃 鶴石　健治 や ま こ う 建 設 ㈱ 代表取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 手石　幸洋 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 取締役会長 一般機械器具販売

〃 德田　三明 ㈱ 德 田 商 店 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 徳永健二郎 ㈱中電工鳥取統括支社 支 社 長 電 気 工 事

〃 戸田　暖久 ㈱ 戸 信 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 土橋　　勉 ㈱ L I M N O 執行役員COO 電気器具製造

〃 林　　正人 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 会 長 電子備品製造

〃 久本��雅義 久 本 木 材 ㈱ 代表取締役 製 材
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ハ　本年度任期中途新任の役員

ニ　本年度任期中途退任の議員

役職名 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

常議員 徳永健二郎 ㈱中電工鳥取統括支社 支 社 長 電 気 工 事

〃 土橋　　勉 ㈱ L I M N O 執行役員 COO 電気器具製造

〃 森田　秀樹 中 国 電 力 ㈱ 鳥 取 支 社 執行役員鳥取支社長 電 力 供 給

〃 吉岡佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員 金 融

監　事 三木　雅夫 鳥 取 県 信 用 保 証 協 会 専 務 理 事 金 融

役職名 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

常議員 秋下　宗一 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員 金 融

〃 田淵　明彦 ㈱中電工鳥取統括支社 支 社 長 電 気 工 事

〃 長谷　泰彦 ㈱ L I M N O 取締役副社長 電気器具製造

〃 籔根　　剛 中 国 電 力 ㈱ 鳥 取 支 社 執行役員鳥取支社長 電 気 供 給

監　事 北川　弘之 鳥 取 県 信 用 保 証 協 会 専 務 理 事 金 融

〃 圓井　貴志 ㈱ メ モ ワ ー ル イ ナ バ 代表取締役社長 葬 祭

〃 水野　治郎 水 野 商 事 ㈱ 代表取締役 リネン・クリーニング

〃 森下　明男 日 ノ 丸 産 業 ㈱ 代表取締役社長 油 類 卸 売

〃 森下　哲也 ㈱ ゼ ン ヤ ク ノ ー 顧 問 食 品 製 造

〃 森田　秀樹 中 国 電 力 ㈱ 鳥 取 支 社 執行役員支社長 電 力 供 給

〃 盛田　眞理 ㈱モリックスジャパン 代表取締役会長 事務機器販売

〃 森本　幸久 日 ノ 丸 西 濃 運 輸 ㈱ 常務執行役員 貨 物 運 輸

〃 安田　和雄 安 田 精 工 ㈱ 代表取締役社長 金 型 製 造

〃 藪田　浩明 ㈱ 白 兎 設 計 事 務 所 代表取締役社長 設 計 事 務 所

〃 吉岡佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員 金 融

〃 吉岡　秀樹 グ ッ ド ヒ ル ㈱ 代表取締役社長 紳 士 服 製 造

〃 吉谷勇一郎 ㈱ 吉 谷 機 械 製 作 所 取締役社長 ポ ン プ 製 造

〃 渡邉　健次 え び す 本 郷 ㈱ 代表取締役 菓 子 類 卸 売

監　　事 安住��　学 （学法）東　雲　学　園 理 事 長 自 動 車 学 校

〃 佐野　克己 ㈱ 島 根 銀 行 鳥 取 支 店 支 店 長 金 融

〃 三木　雅夫 鳥 取 県 信 用 保 証 協 会 専 務 理 事 金 融
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　　⑸　議　　　員 イ　年度末現在の議員

ロ　年度末現在の議員　　　　　　　　　　　　　��※部会・事業所名50音順

区　　　分 定　　数 実　　数 備　　　　考

１ 号 議 員 54 53 ※欠員

２ 号 議 員 36 35 ※欠員

３ 号 議 員 15 15

計 105 103

区　分 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

1号議員 赤山　　渉 ㈲ 赤 山 建 築 設 計 事 務 所 取締役設計室長 建 築 設 計

〃 懸樋　義樹 ㈱ 懸 樋 工 務 店 代表取締役社長 建 設

〃 田中　健志 田 中 工 業 ㈱ 代表取締役社長 建 設 ・ 建 築

〃 山田　俊彦 日 本 上 下 水 道 工 業 ㈱ 取 締 役 建 設

〃 大塚　清隆 ㈲造園土木植清園鳥取営業所 代表取締役副社長 造 園 工 事

〃 荒田潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代表取締役 建 設 ・ 建 築

〃 井上　達夫 ㈱ ア ス コ 副 社 長 建設コンサルタント

〃 玉木　美香 Y A H A T A ㈱ 取 締 役 不 動 産 賃 貸

〃 西垣　　豪 東 洋 交 通 施 設 ㈱ 代表取締役社長 道 路 工 事

〃 山川　正人 日 段 ㈱ 代表取締役社長 段ボール製造

〃 中澤　政志 リコーPFUコンピューティング㈱鳥取事業所 事 業 所 長 電子部品製造

〃 勝原　　章 ㈱ 勝 原 製 作 所 代表取締役社長 機 械 製 造

〃 常田孝一郎 菌 興 椎 茸 （ 協 ） 代表理事組合長 茸 菌 製 造

〃 藤原　弘樹 大 鳥 機 工 ㈱ 執 行 役 員 機 械 製 造

〃 吉谷勇一郎 ㈱ 吉 谷 機 械 製 作 所 取締役社長 ポ ン プ 製 造

〃 丸山　博之 ㈱ コ ク ヨ Ｍ Ｖ Ｐ 代表取締役社長 事務用品製造

〃 川口　大輔 リバードコーポレーション㈱ 代表取締役社長 資 材 製 造

〃 原田　宜明 ㈱ Ｈ Ｒ Ｄ 代表取締役社長 電子部品製造

〃 松下　顕吾 中 央 印 刷 ㈱ 代表取締役 印 刷

〃 門脇　康弘 ㈱ フ ァ イ ナ ー ル 代表取締役社長 食 料 品 製 造

〃 田中　敏明 ㈱ 田 中 鉄 工 所 代表取締役 機械器具製造

〃 中井太一郎 ㈱ 中 井 脩 代表取締役社長 時計・貴金属小売

〃 前田　清吉 ㈱ 因 州 屋 代表取締役社長 紙 製 品 卸 売

〃 渡邉　健次 え び す 本 郷 ㈱ 代表取締役 菓 子 類 卸 売

〃 田村　章二 ㈱ 田 村 紙 店 代表取締役会長 紙 類 卸 売

〃 黒坂　幸夫 鳥 取 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱ 顧 問 飲料卸・小売

〃 手石　光晴 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 代表取締役会長 一般機械器具販売

〃 岩崎　陽一 ㈱ サ ン マ ー ト 代表取締役 スーパーマーケット

〃 森下　泰年 ㈱ 森 下 久 平 商 店 代表取締役 厨房機器小売
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〃 德田　三明 ㈱ 德 田 商 店 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 郷原　和裕 ㈱さんれいフーズ鳥取支店 支 店 長 飲・食料品卸売

〃 児嶋　太一 鳥 取 瓦 斯 産 業 ㈱ 代表取締役社長 設 備 工 事

〃 岸田　隆志 泊 綜 合 食 品 ㈱ 取締役会長 食料品製造卸

〃 中村　　隆 ㈲ ア コ ヤ 楽 器 店 代表取締役会長 楽 器 小 売

〃 玉木　淳二 鳥 取 医 療 器 ㈱ 代表取締役社長 医療機器卸小売

〃 小谷　知史 ㈱ＫＯＤＡＮＩきっぺい 代表取締役 農業資材卸売

〃 牧浦　健泰 ㈱ 牧 浦 商 店 専務取締役 廃 棄 物 処 理

〃 小谷　憲司 ㈱ コ タ ニ 代表取締役社長 食料品製造卸

〃 高橋陽一郎 ㈱商工組合中央金庫鳥取支店 支店長兼県内統括 金 融

〃 山田　将司 ㈲ 山 田 屋 代表取締役社長 旅 館

〃 土江　征典 ㈱ 花 の れ ん 代表取締役 料 亭

〃 矢野　史朗 鳥 取 空 港 ビ ル ㈱ 専務取締役 旅 客 運 送

〃 山西　裕祐 ㈱鳥取県農協共済福祉事業団 代表取締役社長 ホ テ ル

〃 村上亜由美 ㈲ む ら か み 代表取締役 飲 食 業

〃 大月　　徹 ㈱ ホ ン ダ カ ー ズ 鳥 取 代表取締役会長 自 動 車 販 売

〃 今井　勝雄 ユ タ カ 自 動 車 ㈱ 代表取締役 自 動 車 整 備

〃 涌本　知彦 因 伯 通 運 ㈱ 代表取締役社長 一般貨物運送

〃 吉川　　浩 八 光 自 動 車 ㈲ 代表取締役 自 動 車 整 備

〃 植木　　誠 ㈱ シ セ イ 堂 デ ザ イ ン 代表取締役 デ ザ イ ン

〃 井上　法雄 ㈲ ウ ィ ル 代表取締役 情報処理サービス

〃 藤田　泰央 山 陰 警 備 保 障 ㈱ 代表取締役社長 警 備

〃 中川　貴禎 ㈲ 大 文 字 広 告 社 代表取締役社長 広 告 代 理

〃 坂本　　哲 アクシスITパートナーズ㈱ 代表取締役 情報サービス

2号議員 鶴石　健治 や ま こ う 建 設 ㈱ 代表取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 濵中　安男 ㈱ 田 中 建 設 代表取締役 建 設 ・ 建 築

〃 藪田　浩明 ㈱ 白 兎 設 計 事 務 所 代表取締役社長 設 計 事 務 所

〃 岡　　周一 ㈱ 日 ノ 丸 総 本 社 代表取締役社長 不 動 産 取 引

〃 谷川　　寛 山 口 電 業 ㈱ 取締役社長 電 気 工 事

〃 徳永健二郎 ㈱ 中 電 工 鳥 取 統 括 支 社 支 社 長 電 気 工 事

〃 古川　純一 大 和 設 備 ㈱ 代表取締役 建 築 ・ 設 備

〃 民野　純男 ㈱ 三 協 商 会 代表取締役社長 資 材 卸 売

〃 木下　貴啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 代表取締役会長 め っ き 加 工

〃 中尾　仁徳 日 ノ 丸 印 刷 ㈱ 常務取締役 印 刷 ・ 製 本

〃 森下　哲也 ㈱ ゼ ン ヤ ク ノ ー 顧 問 食 品 製 造

〃 久本　雅義 久 本 木 材 ㈱ 代表取締役社長 製 材

〃 林　　正人 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 会 長 電子部品製造

〃 地原　忠実 ㈲ 亀 井 堂 代表取締役 パ ン 製 造

〃 英　　智哉 ㈱ 人 形 の は な ふ さ 代表取締役社長 人形・玩具小売
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〃 戸田　暖久 ㈱ 戸 信 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 福家　成夫 ㈱ ウ シ オ 代表取締役社長 家電・日用品販売

〃 竹内　茂喜 ㈱ エ ヌ ケ ー シ ー 代表取締役会長 信販・自動車学校

〃 谷本　暢正 ㈱ 谷 本 酒 店 代表取締役社長 酒 類 小 売

〃 嶋田　耕一 山 野 商 事 ㈱ 代表取締役社長 紙 類 卸 売

〃 盛田　眞理 ㈱ モ リ ッ ク ス ジ ャ パ ン 代表取締役会長 事務機器販売

〃 田村　博信 鳥 取 信 用 金 庫 理 事 長 金 融

〃 今井　敏明 大 山 日 ノ 丸 証 券 ㈱ 代表取締役専務 証 券 取 引

〃 川西　一伸 ア ク サ 生 命 保 険 ㈱ 営業支社長 保 険

〃 小谷　文夫 ㈱ 小 銭 屋 代表取締役社長 旅 館

〃 勝井　博久 日 ノ 丸 観 光 ㈱ 取締役社長 ホ テ ル

〃 中島　文明 日 ノ 丸 自 動 車 ㈱ 代表取締役 旅 客 輸 送

〃 西面美都子 ㈱ 鳥 取 マ ツ ダ 代表取締役会長 自 動 車 小 売

〃 小椋　英之 ㈱ 山 陰 放 送 鳥 取 支 社 支 社 長 テ レ ビ 放 送

〃 水野　治郎 水 野 商 事 ㈱ 代表取締役 リネン・クリーニング

〃 小川原秀哉 西 日 本 電 信 電 話 ㈱ 支 店 長 電 気 ・ 通 信

〃 圓井　貴志 ㈱ メ モ ワ ー ル イ ナ バ 代表取締役社長 葬 祭

〃 坂根　　徹 ㈱ 伝 習 館 代表取締役 各 種 学 校

〃 重橋　　薫 ㈱ ド コ モ Ｃ Ｓ 中 国 支 店 長 電話機等販売

〃 玉川　政一 ㈱ 玉 川 代表取締役 廃 棄 物 処 理

3号議員 影井　一清 大 和 建 設 ㈱ 代表取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 安田　和雄 安 田 精 工 ㈱ 代表取締役社長 金 型 製 造

〃 清水　昭生 ㈱ 清 水 代表取締役社長 金 属 加 工

〃 児嶋　祥悟 鳥 取 瓦 斯 ㈱ 代表取締役会長 ガ ス 供 給

〃 吉岡　秀樹 グ ッ ド ヒ ル ㈱ 代表取締役社長 紳 士 服 製 造

土橋　　勉 ㈱ L I M N O 執行役員COO 電機器具製造

〃 森田　秀樹 中 国 電 力 ㈱ 鳥 取 支 社 執行役員支社長 電 力 供 給

〃 清水　　修 ダ イ ヤ モ ン ド 電 機 ㈱ 取締役工場長補佐 電 装 品 製 造

〃 森下　明男 日 ノ 丸 産 業 ㈱ 代表取締役社長 油 類 販 売

〃 小木曽　正 ㈱ 丸 由 代表取締役副社長 百 貨 店

〃 平井　耕司 ㈱ 鳥 取 銀 行 代表取締役会長 金 融

〃 吉岡佐和子 ㈱山陰合同銀行鳥取営業本部 代表取締役専務執行役員 金 融

〃 澤　　耕司 日 本 交 通 ㈱ 常務取締役 旅 客 輸 送

〃 森本　幸久 日 ノ 丸 西 濃 運 輸 ㈱ 常務執行役員 貨 物 運 送

〃 西嶌　一泰 日本海テレビジョン放送㈱ 代表取締役社長 テ レ ビ 放 送
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ハ　本年度任期中途新任の議員

ニ　本年度任期中途退任の議員

イ　年度末現在の正副部会長　　⑹　部�会�長�等

区　分 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

1号議員 田中　圭介 ㈱商工組合中央金庫鳥取支店 支店長兼県内統括 金 融

〃 川本　良則 鳥 取 空 港 ビ ル ㈱ 専務取締役 旅 客 運 送

〃 藤原　　弘 大 鳥 機 工 ㈱ 執 行 役 員 機 械 製 造

2号議員 重橋　　薫 ㈱ ド コ モ Ｃ Ｓ 中 国 支 店 長 電話機等販売

3号議員 小木曽　正 ㈱ 丸 由 代表取締役副社長 百 貨 店

区　分 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

1号議員 高橋陽一郎 ㈱商工組合中央金庫鳥取支店 支店長兼県内統括 金 融

〃 矢野　史朗 鳥 取 空 港 ビ ル ㈱ 専務取締役 旅 客 運 送

〃 福本　順治 大 鳥 機 工 ㈱ 執 行 役 員 機 械 製 造

2号議員 横山　周一 ㈱ ド コ モ Ｃ Ｓ 中 国 支 店 長 電話機等販売

〃 福田　健治 ㈱鳥取空港ビルサービス 取締役会長 空港維持管理

3号議員 田中　秀明 ㈱ 丸 由 代表取締役副社長 百 貨 店

部　　会　　名 氏　　　名 企業の名称および役職

建　　　設　部�会�長 影井　一清 大 和 建 設 ㈱ 取 締 役 社 長

　　〃　　　副部会長 薮田　浩明 ㈱白兎設計事務所 代表取締役社長

　　〃　　　　 〃 　 古川　純一� 大 和 設 備 ㈱ 代表取締役

　　〃　　　　 〃 　 谷川　　寛 山 口 電 業 ㈱ 取 締 役 社 長

工　　　業　部�会�長 木下　貴啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 取締役会長

　　〃　　　副部会長 清水　昭生 ㈱ 清 水 代表取締役

　　〃　　　　 〃 　 地原　忠実 ㈲ 亀 井 堂 代表取締役

　　〃　　　　 〃 　 門脇　康弘 ㈱ フ ァ イ ナ ー ル 代表取締役

流　　　通　部�会�長 手石　幸洋 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 取締役会長

　　〃　　　副部会長 中井太一郎 ㈱ 中 井 脩 代表取締役社長

　　〃　　　　 〃 　 盛田　眞理 ㈱モリックスジャパン 代表取締役会長

　　〃　　　　 〃 　 谷本　暢正 ㈱ 谷 本 酒 店 代表取締役

金　　　融　部�会�長 吉岡佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員

　　〃　　　副部会長 田村　博信 鳥 取 信 用 金 庫 理 事 長

　　〃　　　　 〃 　 今井　敏明 大山日ノ丸証券㈱ 代表取締役専務

観光・交通　部�会�長 澤　　耕司 日 本 交 通 ㈱ 常務取締役

　　〃　　　副部会長 小谷　文夫 ㈱ 小 銭 屋 代表取締役

　　〃　　　　 〃 　 森本　幸久 日ノ丸西濃運輸㈱ 常務執行役員
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イ　運営委員会　13名（16. ６.30 設置）

ロ　企画政策委員会　５名（４.12.13 設置）

ハ　ローカルフードプロジェクト特別委員会　７名（４.12.13 設置）

　　⑺　委�員�長�等

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 嶋　田　耕　一 山 野 商 事 ㈱ 代表取締役

副委員長 手　石　幸　洋 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 取締役会長

委　　員 影　井　一　清 大 和 建 設 ㈱ 取締役社長

〃 木　下　貴　啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 取締役会長

〃 吉　岡　佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員

〃 澤　　　耕　司 日 本 交 通 ㈱ 常務取締役

〃 水　野　治　郎 水 野 商 事 ㈱ 代表取締役

〃 大　田　斉　之 地域共創マネジメント（同） 代表取締役

〃 小川原　秀　哉 西日本電信電話㈱鳥取支店 支 店 長

〃 地　原　忠　実 ㈲ 亀 井 堂 代表取締役

〃 荒　田　潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代表取締役

〃 高　藤　軌　晋 鳥 取 商 工 会 議 所 青 年 部 会 長

〃 德　田　和　子 鳥 取 商 工 会 議 所 女 性 会 会 長

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 平　井　耕　司 ㈱ 鳥 取 銀 行 代表取締役会長

副委員長 山　中　英　雄 ㈱ 情 報 サ ー ビ ス 鳥 取 代表取締役会長

委　　員 森　下　泰　年 ㈱ 森 下 久 平 商 店 代表取締役

〃 玉　木　淳　二 鳥 取 医 療 器 ㈱ 代表取締役

〃 田　中　健　志 田 中 工 業 ㈱ 代表取締役会長

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 地　原　忠　実 ㈲ 亀 井 堂 代表取締役

副委員長 植　田　英　樹 鳥 取 情 報 文 化 研 究 所 所 長

委　　員 森　下　哲　也 ㈱ ゼ ン ヤ ク ノ ー 顧 問

〃 渡　邊　健　次 え び す 本 郷 ㈱ 代表取締役

〃 岸　田　隆　志 泊 綜 合 食 品 ㈱ 取締役会長

〃 小　谷　知　史 ㈱ Ｋ Ｏ Ｄ Ａ Ｎ Ｉ き っ ぺ い 代表取締役

〃 松　永　　　泉 ㈱ 鳥 取 砂 丘 会 館 代表取締役

　　〃　　　　 〃 　 勝井　博久 日 ノ 丸 観 光 ㈱ 代表取締役

サ ー ビ ス　部 会 長 水野　治郎 水 野 商 事 ㈱ 代表取締役

　　〃　　　副部会長 重橋　　薫 ㈱ドコモＣＳ中国鳥取支店 支 店 長

　　〃　　　　 〃 　 安住　　学 （ 学 法 ） 東 雲 学 園 理 事 長
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ニ　まちなか賑わい創出特別委員会　６名（４.12.13 設置）

ホ　コンパクトスマートシティ推進特別委員会　７名（４.12.13 設置）

ヘ　とっとり観光ビジョン策定特別委員会　13名（５. ３.23 設置）

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 大　田　斉　之 地域共創マネジメント（同） 代 表 社 員

副委員長 中　井　太一郎 ㈱ 中 井 脩 代表取締役社長

委　　員 赤　山　　　渉 ㈲ 赤 山 建 築 設 計 事 務 所 取締役設計室長

〃 金　居　洋　子 ㈱ 金 居 商 店 代表取締役

〃 田　村　康　悦 ㈱ 田 村 紙 店 社 員

〃 真　嶋　　　茂 鳥取市商店街振興組合連合会 代 表 理 事

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 小川原　秀　哉 西日本電信電話㈱鳥取支店 支 店 長

副委員長 重　橋　　　薫 ㈱ドコモＣＳ中国鳥取支店 支 店 長

委　　員 荒　田　潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代表取締役

〃 大　森　　　誠 ㈱ Ｗ ｅ ｂ も り 代表取締役

〃 小　谷　文　夫 ㈱ 小 銭 屋 代表取締役

〃 三　浦　敏　志 ミウラネットワークス（同） 代 表

〃 竹　本　哲　哉 ㈱ 鳥 取 銀 行 執行役員ふるさと振興本部長

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 荒　田　潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代表取締役

副委員長 縫　谷　吉　彦 ㈱ ト リ ベ イ 代表取締役

委　　員 中　井　英　子 ㈱ 中 井 脩 経 営 企 画

〃 橋　本　浩　之 鳥取市観光コンベンション協会 専 務 理 事

〃 森　田　聡一郎 ㈲ 丸 茂 代表取締役

〃 田　村　正　弘 麒 麟 の ま ち 観 光 局 専 務 理 事

〃 下　澤　武　志 鳥 取 大 砂 丘 観 光 協 会 副 会 長

〃 吉　田　友　和 ㈱ エ コ・ フ ァ ー ム 鳥 取 代表取締役

〃 齋　藤　浩　文 ㈱ ま る に わ 代表取締役

〃 松　浦　聡　子 吉 岡 温 泉 会 館 一 ノ 湯 館 長

〃 中　﨑　雄　一 鳥 取 商 工 会 議 所 青 年 部 副 会 長

〃 冨　田　光　政 鳥 取 商 工 会 議 所 青 年 部 副 会 長

〃 岸　本　夕　子 鳥 取 商 工 会 議 所 青 年 部 委 員 長
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　　⑻　顧　　　問

　　　　相　談　役

　　　　名�誉�会�頭

　　　　名誉副会頭

　　　　名�誉�議�員

　　　　参　　　与

イ　顧　　　問　　　１名

　　　深　澤　義　彦　　　鳥　��取　��市　��長

ロ　常任相談役　　　22名

ハ　名�誉�会�頭　　　２名

　　　八　村　輝　夫　　　元　　　会　　　頭

　　　清　水　昭　允　　　元　　　会　　　頭

ニ　名誉副会頭　　　７名

　　　米　山　幸太郎　　　元 副 会 頭

　　　中　谷　浩　輔　　　元 副 会 頭

　　　安　田　晴　雄　　　元 副 会 頭

　　　杉　原　伸　治　　　元 副 会 頭

　　　石　丸　文　男　　　元 副 会 頭

　　　真　鍋　和　彦　　　元 副 会 頭

　　　坂　本　　　直　　　元 副 会 頭

ホ　名�誉�議�員　　　12名

　　　安　田　敏　雄　　　元　　　議　　　員

安　住　庸　雄 （ 学 法 ） 東 雲 学 園 名 誉 会 長

縫　谷　昌　生 ㈱ ト リ ベ イ 取 締 役 会 長

八　村　輝　夫 元　 ㈱ 鳥 取 銀 行 特 別 顧 問

赤　山　善　男 ㈲赤山建築設計事務所 代 表 取 締 役

清　水　昭　允 ㈱ 清 　 水 会 長

勝　原　　　毅 ㈱ 勝 原 製 作 所 相 談 役

松　下　栄一郎 中 央 印 刷 ㈱ 会 長

濱　上　正　夫 元　㈱エヌケーシー� 代表取締役会長

小　谷　治郎平 ㈲ 亀 甲 や 代 表 取 締 役

谷　本　光　正 ㈱ 谷 本 酒 店 相 談 役

中　谷　浩　輔 元　 ㈱ 鳥 取 銀 行 顧 問

安　田　晴　雄 元　 安 田 精 工 ㈱ 会 長

渡　辺　　　博 ㈱サービス呉服店 代 表 取 締 役

杉　原　伸　治 ごうぎんリース㈱ 代表取締役社長

霜　村　芳　照 久 本 木 材 ㈱ 代表取締役会長

石　丸　文　男 元　㈱山陰合同銀行 特 別 顧 問

真　鍋　和　彦 元　日本海テレビジョン放送㈱ 最 高 顧 問

坂　本　　　直 元　 ㈱ ア ク シ ス 相 談 役

今　井　陸　雄 大山日ノ丸証券㈱ 代表取締役会長

吉　谷　典　雄 ㈱吉谷機械製作所 取 締 役 会 長

光　浪　房　夫 元　㈱メモワールイナバ 代表取締役会長

谷　口　譲　二 元　 日 ノ 丸 印 刷 ㈱ 代 表 取 締 役
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　３．選挙および

　　　選　　　　任

　４．事　 務　 局

　　⑴　事�務�局�の

　　　　機　　　構

　　　安　住　庸　雄　　　元 常 議 員

　　　水　田　国　文　　　元　　　議　　　員

　　　勝　原　　　毅　　　元 常 議 員

　　　松　下　栄一郎　　　元 常 議 員

　　　小　谷　治郎平　　　元 監 　 事

　　　谷　本　光　正　　　元 議 　 員

　　　渡　辺　　　博　　　元 議 　 員

　　　今　井　陸　雄　　　元 常 議 員

　　　吉　谷　典　雄　　　元 常 議 員

　　　光　浪　房　夫　　　元 常 議 員

　　　谷　口　譲　二　　　元 常 議 員

ヘ　参　　　与　　　７名

　　　平　井　芳　一　　中国財務局鳥取財務事務所長

　　　河　本　勝　也　　日本銀行鳥取事務所長

　　　段　林　雅　也　　鳥取税務署長

　　　秋　山　修一郎　　日本政策金融公庫鳥取支店国民生活事業・事業統轄

　　　新　見　琢　司　　日本放送協会鳥取放送局長

　　　和　田　昇　司　　西日本旅客鉄道㈱中国統括本部山陰支社副支社長

　　　上　田　雅　稔　　弁護士

今年度はなし

部 課 所　掌　事　務　の　概　要 職員数

地域・経済
振興部

総　務　課
定款、諸規定、役員・議員、議事録、選挙、人事、
文書、財産管理、経理、財政、表彰、儀礼、
建物維持管理、情報化推進、特商、会員管理

14
地域振興課

各種検定、商工業振興、中心市街地活性化
事業の推進（イベント開催事業、空き店舗
対策事業、情報提供事業）

パレットとっとり市民交流ホールの運営

経済振興課
政策提言・要望（経済振興）、新規事業の
立案、広報、共済制度、景況調査

経営支援部

経営支援一課
経営改善普及事業の推進、各種制度金融の
斡旋、小規模事業相談（税務、経理、経営）、
小規模企業共済、取引照会、証明

９

経営支援二課

経営改善普及事業の推進、創業支援、講演・
講習会、セミナー、小規模事業相談（労務、
ビジネスマッチング事業）、労働保険事務、
農商工連携推進事業
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　　⑵　事務局職員

　

　５．庶　　　　務

　　⑴　文　　　書

　　⑵　受彰、受章

イ　常勤役員の役職・氏名

　　　専務理事　　　　　　　中　山　孝　一

ロ　主な職員の役職・氏名

　　　事 務 局 長　　横　山　憲　昭（兼地域・経済振興部長）

　　　経 営 支 援 部 長　　井戸垣　泰　志（兼中小企業相談所長兼経営支援二課長）

　　　経 営 支 援 部 次 長　　清　水　　　亘（兼経営支援一課長）

　　　地域・経済振興部次長　　佐　藤　　　順（兼経済振興課長）

　　　地 域 振 興 課 長　　坂　本　佳代子

　　　総 務 課 長　　上　村　尚　弘

　　　総 務 課 課 長 補 佐　　加　藤　澄　枝

　　　地域経済課長補佐　　清　水　綾　子

　　　地域振興課長補佐　　田　中　弘　幸

　　　経営支援一課課長補佐　　中　村　敦　子

　　　経営支援二課課長補佐　　石　黒　恵　子

　　　経営支援一課課長補佐　　橋　本　裕　城

　※（ ）内の数字は、農商工連携事業等のコーディネーター人数

　発信件数　　　約2,800件　　　　受信件数　　　約3,000件

▲

表　　　彰

� 6.� 6.� 28� 鳥取商工会議所会頭感謝状

　　　　　　　　　（表彰規則第１条該当）

　　　　常　議　員　　清　水　昭　生　氏　（９年３ヶ月）

　　　　　　　　　（表彰規則第５条該当）

　　　　常　議　員　　谷　口　譲　二　氏　（37年１ヶ月）

� 6.�10.� 22� 鳥取商工会議所会頭感謝状

　　　　　　　　　（表彰規則第５条該当）

　　　　議　　　員　　川　本　良　則　氏　（６年）

� 6.�11.� 15� 第76回鳥取商工会議所会員事業所優良従業員表彰

　　　　特別功労表彰　　　　　��０名

　　　　特別表彰（30年以上）　　11事業所�16名

　　　　一般表彰（10年以上）　　22事業所�41名

区分 専任職員 経営支援専門員 経営支援員 嘱託・臨時 計

男 2 6 3 0 11

女 2 1 4 4（１） 11（１）

計 4 7 7 4 22
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▲

受　　彰

� 6.� 4.� 29� 叙勲受章

　　　　旭日双光章　　㈱小銭屋　　　　　小　谷　文　夫　氏　

　　　　旭日双光章　　㈲湯所薬品　　　　油　谷　博　文　氏　

　　　　旭日単光章　　気高電機㈱　　　　羽　馬　好　幸　氏

� 6.�11.� 3

　　　　�旭日小綬章　　日本交通㈱　　　　澤　　　志　郎　氏

　　　　瑞宝双光章　　長井税理士事務所　長　井　いずみ　氏

� 6.� 6.� 28� 日本商工会議所会頭感謝状（日本商工会議所表彰規則第2条該当）

　　　　常　議　員　　谷　口　譲　二　氏（37年１ヶ月）

� 6.�10.� 1� 鳥取市長表彰

　　　　常　議　員　　渡　邉　健　次　氏（商工業振興功労表彰）

� 6.�11.� 15� 鳥取県産業振興功労知事表彰

　　　　常　議　員　　林　　　正　人　氏

▲

慶事の主なもの

� 6.� 9.� 27� 石破茂新総裁当選

� 6.�10.� 1� 石破茂内閣総理大臣ご就任

� 6.�10.� 30� 中央会新会館竣工
▲

弔事の主なもの

� 6.�12.� 6� 当所議員�土江　征典氏のご尊父ご逝去

� 7.� 1.� 6� 当所議員　山西　裕祐氏のご母堂ご逝去

� 7.� 3.� 3� 松江商工会議所　専務理事　松浦　俊彦氏ご逝去

� 7.� 3.� 4� 当所常議員　藪田　浩明氏のご尊父ご逝去

開催年月日　　　時　間　　　　　　　　　場　所　　　　　　　　出席者数

６. ６.�28　　 16時00分　　ホテルニューオータニ鳥取「鶴の間」�　　　55名

議　　　事　　⑴　令和５年度事業報告・同収支決算について

　　　　　　　⑵　�令和６年度「一般会計」、「会館運営特別会計」及び「財政
調整資金積立金特別会計」の補正予算について

　　　　　　　⑶　監事の選任について
　　　　　　　⑷　礼遇規則に基づく礼遇者決定について
　　　　　　　⑸　常任相談役の選任について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑶　三木雅夫氏を監事に選任した

　　⑶　慶事その他

　６．会　　　　議

　　⑴　議�員�総�会

　　　①　通常議員

　　　　　総　　会
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　　　②　臨時議員

　　　　　総　　会

　　　　　　　⑷　谷口譲二氏を名誉議員に礼遇した

　　　　　　　⑸　谷口譲二氏を常任相談役に選任した

７. ３.�31　　 14時00分　　鳥取商工会議所　　　　　　　　　　　　 38名

議　　　事　　⑴　令和６年度退職給与資金特別会計の補正予算（案）について

　　　　　　　⑵　令和７年度事業計画（案）並びに同収支予算（案）について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

令和７年度『事業計画』
○基 本 方 針

「地域とともに未来を創る」
－持続可能な社会や経済を目指して－

　わが国の社会経済は、海外情勢や円安に起因する原材料・エネルギー価格等

の高止まりが続いています。足もとの我々の地域でも、景気はいくらかの改善

は見られるものの、原材料、人件費の高騰に対する価格転嫁についてもまだま

だバラつきが見られ、事業者は、依然厳しい経営環境に置かれていることに変

わりはありません。

　さらに、継続的な課題である事業承継問題、DX対応、SDGs、脱炭素社会、

働き方改革への対応など、多くの課題へも引き続き向き合っていかなければな

りません。

　こうした中、商工会議所に科せられた役割である地域商工業者の支援、さら

には地域経済社会の発展へ貢献すべく、最善の努力を尽くしていく使命があり

ます。

　その実現を目指して、今年は「地域とともに、未来を創る」を基本方針に、

今一度会議所ミッションに立ち返り、商工会議所事業に取り組んでまいります。

　すなわち、時代や環境の変化の中にある会員企業の自己変革を支援すること、

地域経済の好循環を生み出す、より魅力ある地域づくりに貢献すること、さら

には、行政や関係団体としっかりと協調して成果を上げ、地域の輝く未来を創

造することで、石破総理大臣の掲げる「地方創生２. ０」が実感できるよう、

以下の事業に全力で取り組んでまいります。

○重点事項
　１．中小企業・小規模事業者への支援
　２．女性活躍・若者定住に向けた取組
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　３．人材の活用と育成
　４．観光・まちづくりへの取組
　５．ＤＸの推進
　６．政策提言・要望活動
　７．商工会議所の機能及び財政基盤の確立

○事 業 項 目
１．中小企業・小規模事業者への支援
　地域経済社会を支える中小企業・小規模事業者は、原材料費・エネルギー

価格の高騰や円安を背景とした物価高などのコスト増、人手不足対策として

の防衛的な賃上げ等の厳しい環境変化に対応するため、自己変革による新た

な付加価値創造・拡大に挑戦しています。

　このような経営環境に対応し、持続的な成長を後押しするため、経営革新、

事業再構築、事業承継、生産性向上、新市場開拓など自己変革を促すサポー

トが不可欠であり、引き続き、事業者へ寄り添った伴走型の支援を実施しま

す。

⑴　�第３期経営発達支援計画（経済産業大臣認定の5ヶ年計画）に基づく小
規模事業者等への伴走型の経営支援

　【経営発達支援計画の目標】
①�持続的経営を志向する小規模事業者が、ビジネス環境の変化に対応する

ための取組を事業計画に沿って実施し、成長を遂げる。

②�地域資源を活用した高付加価値商品の開発やＩＴを活用した販路開拓に

より、付加価値の拡大。

③�ＩＴを活用した業務効率化や設備投資により、労働投入量を低減させ、

労働生産性の向上。

④�上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の

課題を設定した上で、小規模事業者の力を引き出す。

⑵　�物価高や構造的な人手不足、厳しい経営環境に直面する中小企業・小規
模事業者の事業継続や事業再構築等を幅広く支援
①�人手不足や物価高、原材料、エネルギー高騰の影響により困窮する事業

者の足下の資金繰り支援。

②�市場規模が縮小する業種・業態から成長分野へ大胆な事業再構築や産業

構造を転換（事業再構築補助金）する中小企業・小規模事業者の支援。

③�中小企業生産性革命推進事業（ものづくり補助金、小規模事業者持続化

補助金、ＩＴ導入補助金、事業承継引継ぎ補助金）による中小企業・小

規模事業者の設備投資・ＩＴ導入・販路開拓、事業承継等の促進。

④�各種賃上げ補助制度や助成金等を活用した中小企業・小規模事業者の賃

上げの後押し。
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⑶　地域を支える中小企業・小規模事業者の新たな付加価値創出・拡大を支援
①�中小企業等経営強化法に基づく「経営力向上計画」の認定計画策定支援

および、各種補助金等の活用を通じた新たな付加価値の創出。

②�鳥取県、鳥取市等との連携による地域課題解決型起業のチャレンジャー

支援やスタートアップビジネスの創出支援。

⑷　�鳥取県産業未来共創事業による新たな企業価値創造や生産性向上・新技
術導入を目指す取り組みの事業計画策定を支援
①�新たな企業価値創造型（中小企業者が策定する新たな取組に関する事業

計画）を支援。

②�生産性向上・新技術導入推進型（中小企業者が実施する経営力向上及び

生産性向上、働き方改革に資する事業計画）を支援。

③�事業承継促進型（親族内、従業員、第三者承継による事業引継ぎの取組）

を支援。

⑸　中小企業・小規模事業者の課題解決支援と事業環境整備の推進
①�中小企業・小規模事業者の経営課題に対し、関係機関と連携した「とっ

とり企業支援ネットワーク」による経営改善計画策定支援。

②専門家派遣事業による専門的課題解決支援。

③日本政策金融公庫との連携による経営改善・資金繰り支援。

④�様々な中小企業支援施策を管内事業者が幅広く利用し活用できるよう施

策の周知・利用促進を図るための情報発信。

⑹　創業支援、企業変革を促す事業承継の推進
①�「とっとり創業塾」の開催による創業知識・実務ポイントなどのノウハ

ウ提供

②�関係機関との連携や専門家を活用した事業承継支援及び承継、引継ぎを

契機として挑戦する中小企業・小規模事業者の支援（国・県等の事業承

継補助金など）。

⑺　農商工連携マッチング支援、鳥取の商品力強化と情報発信の実施
①農商工連携マッチング事業による商品開発等支援と６次産業化の推進。

②�鳥取産品の商品評価と消費者モニタリングの実施及び商品ブラッシュ

アップ支援。

③魅力ある鳥取産品のプロモーションによる幅広い消費者へのＰＲ。

④鳥取を強力に発信する新商品、メニュー開発、リニューアル支援の実施。

⑻　ビジネスマッチング、交流事業による販路開拓支援
①�販路開拓セミナー開催、首都圏バイヤーとの商談会、各種商談会後フォ

ローアップ等による事業者のビジネスチャンス獲得支援。

②�新市場開拓を推し進めるため、九州方面「FOOD�STYLE�kyushu2025」

へ出展。

③小規模事業者の販路拡大に向けた需要動向・マーケティング調査の実施。
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④関係機関と連携したセミナーの開催等を中心とした海外展開支援。

⑼　�中小企業・小規模事業者の経営基盤整備へ向けた防災・減災対策の推進
と事業継続力強化支援

２．女性活躍・若者定住に向けた取組
⑴　行政・青年部・女性会との一層の連携
　「CIVIC�PRIDE－シビック・プライド－」のビジョンのもと青年部が取り

組む事業、女性会が取り組むSDGｓ活動などの各種活動と連携を更に深め、

若者に対する地元企業の事業活動や歴史、文化などの地域資源を再認識して

もらい、これからの鳥取を一緒に考えることで地元への誇りと愛着の増進に

取り組む。

⑵　特別委員会の設置

　女性活躍と若者定住は、地域社会の活性化に不可欠な要素である。「女性

活躍・若者定住特別委員会（仮称）」を設置し、意識改革や働き方の多様性

の推進、魅力的な雇用の創出や起業支援など検討、研究し、地域社会の活性

化を目指す。

３．人材の活用と育成
⑴　外国人活用と多文化共生社会の実現
　不足する労働力を解決し、経済成長を維持するために外国人材の活用が

必要となる中、効果的な受け入れ制度や労働環境や地域との関わり等、環

境の整備に向けた検討等を行い、課題解決と社会の多様性を高めた多文化

共生社会の実現を目指す。

⑵　鳥取商工会議所ビジネススクールの開設
　生産性向上やＤＸの推進等の経営力向上へ向けた各種セミナー等の開

催、域内企業の人材育成を強力に推し進めるため「鳥取商工会議所ビジネ

ススクール」を開講する。

４．観光・まちづくりへの取組
⑴　地域資源を活用した観光需要の創出
　昨年度策定した「観光ビジョン」により、鳥取市として目指す「とっと

り観光のあるべき姿」を明確にすることができた。

　個人旅行や体験型観光など観光客のニーズは多様化し、より高度なサー

ビスが求められ、単なる観光地巡りだけでなく、地域との交流やその土地

ならではの体験が求められる傾向にある。

　このことを踏まえ、単一の観光組織によるパンフレット配布やイベント

開催等、比較的限定的な活動ではなく、地域住民とビジョンを共有し、観

光に関わる意識を高め、持続可能な観光を実現する必要がある。
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　従って、新たな委員会「観光ビジョン実現委員会（仮称）」の設置等により、

ＤＭＯやＤＭＣなどの形成を検討し、地域密着型観光や体験型観光の充実、

観光客の誘致などを通じて、ビジネスとして持続可能な観光への取り組み

による地域経済の活性化を目指す。

⑵　広域経済圏の形成促進
　少子高齢化や人口減少といった社会が抱える共通の課題に対して、単独

の地域だけでは対応が難しくなってきており、地域が自立的に発展してい

くための広域連携の重要性が高まっている。

　スーパーはくとの増便、鳥取自動車道など関西、山陽側との時間距離が

短縮され、連携・交流の基盤は整った。姫路市は兵庫県第２の都市で、歴

史的に深い縁で結ばれていることからも、姫路商工会議所と交流・連携し、

広域観光及び経済連携を模索する。

　①「鳥取・豊岡・丹後地域経済団体交流会」（鳥取市で開催予定）

　②「中四国南北軸交流懇談会」（鳥取市で開催予定）

　③「姫路商工会議所との交流会」を通じた地域間交流・連携

５．ＤＸの推進
⑴　ＤＸの推進
　ＤＸは、事業者だけでなく地域社会においても重要な事項となっている。

また、社会や経済に対して本質的な変化を促進させるＤＸは地域経済に大

きく影響する。

　ＤＸは、地域経済に大きな変革をもたらす可能性がある一方で、デジタ

ル格差の拡大や中小企業への負担増など課題もある。地元事業者とともに

課題を克服し、例えば、ＡＲ／ＶＲを活用した観光体験や地域通貨を活用

した観光促進など新たな観光の形の提供を目指す。

　①生産性向上やＤＸの推進等の経営力向上へ向けた各種セミナー開催。

　②�ＤＸによる生産性向上・業務の効率化を支援するため、「ＤＸ・デジ

タル化推進相談室」の設置。

⑵　デジタルデータ活用プラットフォームへの参画
　官民連携により県内のビッグデータ（観光情報、飲食店情報、購買履歴、

地域Maas情報、交通情報、気象情報、災害情報、連携人流データ、Iotセ

ンサー情報、バイタルデータ、統計データ等各種システムデータ）を活用

し各種課題解決を目指す取り組みデータサイエンス構想に参画し、商工会

議所としてもビッグデータを活用し、企業からの相談や経営支援やデジタ

ル地域通貨の「地域情報」での活用を目指す。

６．政策提言・要望活動
　経済、金融・税務、商工業、まちづくり、観光振興などについては、行政
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等に対し、的確な意見や要望活動を行うことは商工会議所の大きな役割の一

つであります。

　このことから部会や委員会を中心に ｢会員アンケート調査事業｣を実施し、

会員企業が抱える課題や意見等を集約し、適宜適切に行政等に提言します。

　また、地域が抱える課題の解決のために行政、関係機関、各種団体そして

会員企業と協働しながら活動していく所存です。

①人手不足対策や人材確保推進に関する要望

②外国人労働者の労働環境整備等に関する要望

③�燃油・原材料高騰の影響により厳しい環境にある事業者の支援に関する

要望

④中小・小規模事業への各種支援策の拡充に関する要望�

⑤道路・鉄道等の社会資本・交通基盤整備に向けた要望

⑥鳥取市との定期懇談会（情報交換の場）の継続開催

⑦その他地域課題の解決に向けた要望

※部会活動やアンケート調査により、要望事項の収集を実施

７．商工会議所の機能及び財政基盤の確立
１　会議所運営に関する事業
⑴　会議
①議員総会・常議員会

②会頭・副会頭会議

③運営委員会

④監査会

⑤第44期議員選挙（役員改選）

⑥その他の会議

⑵　部会（建設・工業・流通・金融・観光交通・サービス）
①部会員対象事業、EXPO2025大阪・関西万博視察研修（4月～ 10月）

②部会（業界）の課題等から導き出される意見、要望活動

③部会員交流事業

④正副部会長会議

⑶　委員会
（常設＝運営・企画政策、特別＝コンパクトスマートシティ推進・とっと

り観光ビジョン策定・まちなか賑わい創出・ローカルフードプロジェクト）

①調査研究、まとめ、提言・提案

②正副委員長会議、及び委員会の開催

⑷　連携・交流
①日本商工会議所･中国地方商工会議所連合会･各地商工会議所との連携

②青年部･女性会との連携・協調
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　　⑵　常�議�員�会

③ＪＡＰＡＮ　ＥＸＰＯ２０２５（大阪・関西万博）への協力

④行政・各経済団体との連携

　・「中国地域発展推進会議」への参画

　・「鳥取市国際経済発展協議会」への協力

　・「関西広域連合」への参画

　・「中国経済連合会」事業への参画

⑤産学官金労言による異業種交流会「ほんまちクラブ」の復活

⑥会員親睦ゴルフコンペの実施

２　財政及び組織力の強化
①�会員増強計画、また役員・議員、会員の紹介による入会勧奨、退会抑制

策の強化

②�生命共済（わかとり共済）等の積極推進及び、福祉制度(個人保険)増強

キャンペーン（春・秋）の実施

③会館の維持管理、及び会議室の積極的な外部貸出

３　会員企業の福祉・共済制度等への支援
①アクサ生命との連携による共済事業の推進

②退職金制度～小規模企業共済、特定退職金共済制度

③優良従業員表彰式の開催

４　事務局組織の強化
①現行業務の見直しによる事務局ＤＸの推進、スマートＣＣＩの推進

②�担当別、職階別、目的別外部研修会への積極参加（日商、中小企業大学

校等）

③職員の資格取得の推進

５　�商工会議所活動の見える化を通じた商工会議所のプレゼンス（存在価値）
の強化
　当所の事業や青年部、女性会主催のイベント等を積極的にメディア発信

することで、広く市民や事業者に知ってもらい、会議所の存在意義を高め

るとともに、親しみやすく、頼りになる商工会議所を目指す。

　①各メディアへの情報発信による積極的な広報活動

　②ホームページによる情報発信

　③商工会議所報による情報発信

　④メール、ＳＮＳ等配信による情報提供

開催年月日　　　時　間　　　　　　　　　場　所　　　　　　　　出席者数

６. ６.�24　　 14時00分　　鳥取商工会議所　　　　　　　　　　　　 25名

議　　　事　　⑴　通常議員総会提出議案の審議

　　　　　　　　①令和５年度事業報告・同収支決算について

　　　　　　　　②�令和６年度「一般会計」、「会館運営特別会計」及び「財政
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調整資金積立金特別会計」の補正予算について

　　　　　　　　③監事の選任について

　　　　　　　　④礼遇規則に基づく礼遇者決定について

　　　　　　　　⑤常任相談役の選任について

　　　　　　　⑵　常議員会議案の審議

　　　　　　　　①役員・議員の会頭表彰被表彰者決定について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

報�告�事�項　　⑴　新規高等学校卒業者の積極採用について

６.�10.�22　　�14時30分　　鳥取商工会議所　　　　　　　　　　　　 28名

議　　　事　　⑴　常議員会議案の審議

　　　　　　　　①令和６年度優良従業員被表彰者の決定について

　　　　　　　　②退任役員・議員に対する感謝状の贈呈について

　　　　　　　　③令和6年度上期の新入会員の承認について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑶　原案どおり承認決定

研　修　会　　テーマ：技術流出の防止等の経済安全保障について

　　　　　　　講　師：鳥取県警察本部警備部外事課　警部補　前田�憲亮�氏

６.�12.�16　　�17時00分　　観水庭こぜにや　　　　　　　　　　　　 25名

報 告 事 項　　⑴　令和７年度税制改正要望について

　　　　　　　⑵　鳥取商工会議所（含日商）年間主要行事予定について

　　　　　　　⑶　大阪・関西万博修学旅行の訪問支援について

　　　　　　　⑷　鳥取市との定期懇談会について

　　　　　　　⑸　おいしい！とっとり30・10食べきり運動協力について

７. ３.�17　　 14時00分　　鳥取商工会議所　　　　　　　　　　　　 27名

議　　　事　　⑴　臨時議員総会議案の審議

　　　　　　　　①令和6年度退職給与資金特別会計の補正予算（案）について

　　　　　　　　②令和7年度事業計画（案）並びに同収支予算（案）について

　　　　　　　⑵　常議員会議案の審議

　　　　　　　　①令和6年度下期の新入会員の承認について



年月日 場　　所 出席数 議　事　等　の　内　容

－ 26－

　　⑶　監　事　会

　　⑷　部　　　会

　　 〈建�設�部�会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・部�会�総�会

　　　・意見交換会

　　　　　　　　②常勤役員の定年に関する規程の改正について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

報 告 事 項　　⑴　「とっとり観光ビジョン」について

　　　　　　　⑵　�【要請書受理】障がい者雇用と職場定着の支援の推進につ

いて

　　　　　　　⑶　鳥取商工会議所年間主要行事等について

６.６.�５　　 13時30分　　鳥取商工会議所　　　　　　　　　　　　　７名

内　　　容　　・令和５年度の事業および収支の監査

　　　　　　　・�事業報告および収支決算の内容、証憑書類等適正に処理され

ていることが確認された。

4.17

7.10

7.10

商工会議所

ホテルニュー

オータニ鳥取

ホテルニュー

オータニ鳥取

6

33

32

・令和５年度部会事業の報告について

・令和６年度部会事業計画（案）について

・部会総会の開催日、場所について

【報告事項】

・�令和６年度鳥取商議所事業計画・収支予算

について

・令和５年度部会事業の報告について

【協議事項】

・令和７年度部会事業計画（案）について

【その他】

・鳥取県の施策紹介

鳥取県商工労働部企業支援課　課長補佐　

田中拓也　氏

テーマ１：「営繕積算」の考え方について

　　　　　鳥取県総務部営繕課

　　　　　　　　　　課長　川口　新二　氏

　　　　　鳥取市都市整備部建築住宅課

　　　　　　　　　　課長　森田　　健　氏

テーマ２：「建設業の働き方について」

　　　　　鳥取県土整備部　技術企画課

　　　　　　　　　　課長　藤井　　優　氏

　　　　　鳥取市都市整備部都市企画課

　　　　　　　　　　次長　河田　耕一　氏



－ 27－

　　　・部会交流会

　　　・セ�ミ�ナ�ー

　　　・視察研修会

　　　・正副部会長会議

　　 〈工�業�部�会〉

　　　・ＳＤＧｓ共創

　　　　プロジェクト

　　　・部�会�総�会

「ロボティクス＆デジタルツール活用事例セ

ミナー」

講　師：大成建設株式会社　中国支店

　　　　�建築部建築室フロントローディング

チーム

　　　　　　ＤＸ推進担当　千種　宣裕　氏

（７日）避難用防災シェルター視察

直エンジニアリング株式会社　

ＮＰＯ法人日本核シェルター協会

（８日）ＡＮＡ国際線の建物見学

※降雨によりＨＡＮＥＤＡ　ＩＮＮＯＶＡ

ＴＩＯＮ　ＣＩＴＹは見学中止

・令和７年度の事業方針について

・大阪、関西万博の視察研修について

【工業部会・公立鳥取環境大学・鳥取県】

環大生×企業によるＳＤＧｓ共創プロジェク

トキックオフイベント

課題提案企業：大同端子製造㈱、㈱アサヒメッ

キ、㈱エコ・ファーム鳥取、菌興椎茸(協)、

美保テクノス㈱、（一社）日本ドローン海岸

漂着ごみ回収事業推進協会

・�令和６年度鳥取商工会議所事業計画につい

て

・工業部会令和５年度事業報告について

・�工業部会令和６年度事業計画（案）につい

て

【研修会】外国人技能実習制度について

①テーマ：�「育成就労制度の概要、改正のポ

イント」

講　師：鳥取県障がい者・外国人就労支援室

　　　　　　　　　　室長　溝内　　博　氏

②テーマ：�「外国人材の受け入れ事例について」

講　師：気高電機㈱

　　　　　代表取締役社長　羽馬　好幸　氏

ホテルニュー

オータニ鳥取

商工会議所

茨城県結城市

・ つ く ば 市

商工会議所

と り ぎ ん

文 化 会 館

商工会議所

7.10

9.13

10. 7

～ 10. 8

7. 1.16

5. 8

5.31

30

20

11

6

80

31



－ 28－

　　　・視�察�研�修

　　　・視�察�研�修

　　　・県内商工会

　　　　議所

　　　　工業部会正副

　　　　部会長会議

　　　　

　　　・正副部会長会議

　　　・ＳＤＧｓ共創

　　　　プロジェクト

　　　・正副部会長会議

　　 〈観光・交通部会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・総　　　会

　　　・常任委員会

・中国電力㈱・島根原子力発電所視察研修

島根原子力発電所の概要や原子力発電のし

くみ、日本のエネルギー政策、安全対策な

どの説明、および発電所構内と３号機の視

察

・ものづくりワールド大阪2024視察研修

機械要素技術展や設計・製造ソリューショ

ン展、製造業DXなど10の展示会で構成さ

れる西日本最大の製造業展示会を視察

・�県内商工会議所工業部会正副部会長会議・

企業視察

　�【正副部会長会議】・各商工会議所工業部会

活動状況

　【企業視察】視察先：マルコフーズ㈱

・�工業部会令和７年度事業計画（素案）につ

いて

・ＳＤＧｓ共創プロジェクト事業について

・【工業部会・公立鳥取環境大学・鳥取県】

・ＳＤＧｓ共創プロジェクト報告会

環大生による課題提案企業６社の成果報告

会を実施

・工業部会令和６年度事業報告について

・工業部会令和７年度事業計画(案)について

・大阪・関西万博視察研修について

・令和６年度部会事業中間報告について

・部会常任委員会の開催について

・関西万博への参加について　

・令和６年度部会事業報告について

・令和７年度部会事業計画（案）について

・�令和６年度商工会議所事業計画・予算につ

いて

・令和５年度部会事業報告について

・令和６年度部会事業計画（案）について

研修会・懇親会

テーマ：�インバウンドの現状と山陰インバウ

ンド機構の取り組み

島 根 原 発

大 阪 市 内

境 港 市 内

商工会議所

と り ぎ ん

文 化 会 館

商工会議所

大 観 苑

商工会議所

商工会議所

観 水 庭

こ ぜ に や

16

11

16

5

65

6

6

25

19

7.17

10. 3

～ 4

11.27

12.18

7. 2.20

3. 1

9. 9

7. 3.17

6. 3

11. 6



－ 29－

　　　・研　修　会

　　　・若手経営塾

　　　・運送業小委

　　　　員会

講　師：（一社）山陰インバウンド機構

　　　　　　　　代表理事　野浪　　健　氏

テーマ：鳥取城跡の復元からつながる観光

講　師：鳥取市教育委員会文化財課

　　　　　　　　　　課長　佐々木孝文　氏

　　　　同経済観光部観光・ジオパーク推進課

　　　　　　　　　　係長　岩田　宜真　氏

「第１回若手経営塾」

テーマ：シェア乗りで変える未来

　　　　～サステナブル社会実現に向けて～

講師：㈱ＮｅａｒＭｅ

　　　　　　　代表取締役　髙原幸一郎　氏

「第２回若手経営塾」

テーマ：心を高める経営の実践

講　師：郡山観光交通㈱

　　　　　　　代表取締役　山口松之進　氏

「第３回若手経営塾」

テーマ：タクシー事業の経営を考える

講　師：㈱ほほえみ

　　　　　　　代表取締役　貞包　健一　氏

「若手経営塾クロージングミーティング」

・令和６年度経営塾の振り返り

・令和７年度経営塾に向けての意見交換

第１回　運送業界応援プロジェクト実行委員会

・�「学校キャラバン隊2024」の訪問校決定に

ついて

・�「運送業女性ドライバー交流座談会」の開

催について

第２回　運送業界応援プロジェクト実行委員会

・�「学校キャラバン隊2024in美保南小学校」

の内容について

・�「学校キャラバン隊2024」の今後の予定に

ついて

・�「運送業女性ドライバー交流座談会」につ

いて

第３回　運送業界応援プロジェクト実行委員会

・�「学校キャラバン隊2024in美保南小学校」

の開催報告について

25

12

15

14

12

14

11

11

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

オンライン

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

6. 3

5.24

9. 3

7. 2. 3

3. 7

5.15

6.19

8. 7



－ 30－

　　　・学校キャラ

　　　　バン隊

・�「運送業女性ドライバー交流座談会」の開

催報告について

・�「学校キャラバン隊2024in醇風小学校、湖

山小学校」の開催予定について

第４回　運送業界応援プロジェクト実行委員会

・�「学校キャラバン隊2024in醇風小学校」の

開催報告について

・�「学校キャラバン隊2024in湖山小学校」の

開催報告について

・�「学校キャラバン隊2024in湖山西小学校」

の開催予定について

第５回　運送業界応援プロジェクト実行委員会

・令和６年度事業報告

・令和７年度事業について意見交換

対象児童：６年生78人

＜座学＞

講　師：日ノ丸西濃運輸㈱鳥取支店

　　　　　　　　　支店長　向山　文人　氏

　同　チーフマネージャー　中村　信人　氏

　　　　日ノ丸ハイヤー㈱

　　　　　　　代表取締役　岡　　周一　氏

　　　　日本交通㈱

　　　　　　　　　乗務員　細木　悠太　氏

＜体験＞

「乗車体験！乗ってみよう、触ってみよう」

　（中型ウイングトラック、大型バス、UDタ

クシー）

対象児童：６年生39人

＜座学＞

講　師：観光タクシー㈱

　　　　　　総務・人事部　金山　高信　氏

　　　　日本通運㈱山陰支店

　　　　スーパーバイザー　山根　篤弘　氏

　　　　日本交通㈱

　　　　　　　　　乗務員　藤田　真一　氏

＜体験＞

「乗車体験！乗ってみよう、触ってみよう」

　（４ｔトラック、中型ノンステップバス、

10

13

98

58

11. 1

7. 3.10

7. 9

9. 6

商工会議所

商工会議所

美保南小学校

醇風小学校



－ 31－

　　　・運送業女性

　　　　ドライバー

　　　　交流座談会

　　　・第20期

　　　　鳥取観光大学

UDタクシー）

対象児童：６年生57人

＜座学＞

講　師：因伯通運㈱

　　　　　　　ドライバー　安達　瑠璃　氏

　　　　日ノ丸自動車㈱

　　　　　　　営業部次長　山根　真一　氏

　　　　　　同　　乗務員　谷口　悠佑　氏

　　　　日本交通㈱

　　　　　　　　　乗務員　西尾まゆみ　氏

＜体験＞

「乗車体験！乗ってみよう、触ってみよう」

　（４ｔトラック、中型ノンステップバス、

UDタクシー）

対象児童：５年生40人

＜座学＞

講　師：日ノ丸西濃運輸㈱鳥取支店

　　　　　　　　　支店長　向山　文人　氏

　同　チーフマネージャー　中村　信人　氏

　　　日ノ丸自動車㈱

　　　　　　　営業部次長　山根　真一　氏

　　　　　　　同　乗務員　谷口　悠佑　氏

　　　㈲サービスタクシー

　　　　　　　代表取締役　松浦秀一郎　氏

＜体験＞

「乗車体験！乗ってみよう、触ってみよう」

　（箱型ウイング４ｔトラック、中型ノンス

テップバス、UDタクシー）

＜講演会＞

テーマ：�それいけタクシー女子～私たちが守

る～

講　師：㈱山手モータース

　　　　　　　代表取締役　大久保恵美　氏

＜座談会＞

テーマ：ドライバー就業の前と後

おもてなし概論、外国人観光客への接し方、

鳥取城跡関連、鳥取の自慢「うまいもん」な

どの座学、現地学習などを通して観光マイス

9.27

11.29

7. 1

12. 3 ～

7．3. 3

湖山小学校

湖山西小学校

ホ テ ル モ

ナーク鳥取

鳥取市役所

ほ か

75

59

27

37



－ 32－

　　　・全国商工会議所

　　　　観光振興大会

　　　　2025in長崎

　　 〈流�通�部�会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・常任委員会

　　　・部�会�総�会

　　　・研　修　会

　　　・㈱まちづくり

　　　　松山表敬訪問

　　　・正副部会長会議

ターの養成実施協力

全体会議

＜事業報告＞

　日本商工会議所観光・インバウンド委員会

　　　　　　　　　委員長　志岐　隆史　氏

＜基調講演＞

テーマ：ふるさとのチカラ

講　師：シンガーソングライター

　　　　　　　　　　　　　さだまさし　氏

＜長崎アピール採択＞

・�令和5年度流通部会事業報告、常任委員会

費収支決算について

・�令和6年度流通部会事業計画（案）、常任

委員会費収支予算（案）について

・第１回常任委員会、部会総会について��他

・�令和５年度流通部会事業報告、常任委員会

費収支決算について

・�令和６年度流通部会事業計画（案）、常任

委員会費収支予算（案）について　　他

・�令和６年度鳥取商工会議所事業計画、収支

予算について

・令和５年度流通部会事業報告について

・�令和６年度流通部会事業計画（案）につい

て　　　　

・テーマ：�「キャリアアップ助成金制度」に

ついて

　講　師：鳥取労働局　職業安定部

　　　　　職業安定課

　　　地方雇用保険監察官　大島　勇人　氏

・交流会

・電子通貨・決裁「まちペイ」について説明

・意見交換

・先進地視察研修会について

・第13回鳥取まちゼミについて

・流通部会オープン講演会開催について

・次回常任委員会開催について

7. 1.28

～ 1.30

5.13

6.26

6.26

6.26

7.19

8.30

長 崎 市

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

5

5

20

27

27

7

5



－ 33－

　　　・流通部会

　　　　オープン

　　　　講演会

　　　・鳥取まちゼミ

　　　・流通部会主

　　　　催講座２講

　　　　座実施

　　　・先進地視察

　　　　研修会

　　　・常任委員会

　　 〈金�融�部�会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・部�会�総�会

　　　・セ�ミ�ナ�ー

10. 4

11. 1

～ 30

11.10･17

11.12

～ 13

7. 2.20

7. 8

7. 8

7. 8

商工会議所

鳥 取 市 中

心 市 街 地

パ レ ッ ト

と っ と り

市 民 交 流

ホ ー ル

多 治 見 市

ホ テ ル モ

ナーク鳥取

商工会議所

商工会議所

商工会議所

38

647

19

11

20

6

15

15

・2025大阪・関西万博への参加について

テーマ：�「センベイブラザーズのブランド戦

略」

講　師：㈲笠原製菓

　　　　　　　代表取締役　笠原　健徳　氏

・全51講座

　受講者　延べ647名　参加店舗　36店

　まちづくりレディース鳥取と連携して実施

・講　座：�「人生を豊かにするライフプラン

（投資編）」

　講　師：アクサ生命保険㈱鳥取営業支社　

　　　　　　　営業支社長　川西　一伸　氏

・講　座：「人生を豊かにするライフプラン

　　　　　（相続・遺言編）」

　講　師：いなば総合法律事務所

　　　　　　　　　　代表　上田　雅稔　氏

・（一社）多治見市観光協会

　�由緒ある文化財と美濃焼の陶磁器一大生産

地であることを生かした観光誘致、中心市

街地活性化について学ぶ

　中心市街地、本町オリベストリートの視察

　対応者：(一社）多治見市観光協会　

　　　まち室マネージャー　松井　侑樹　氏

テーマ：「インフレ経済下で起きること」

講　師：㈱山陰合同銀行

　　　　　　　　特別顧問　石丸　文男　氏

講師を交えての交流会

・令和６年度部会事業計画について

・部会総会について

・令和７年度　金融部会事業案について

・商工会議所事業計画・収支予算について

・令和５年度部会事業報告について

・令和６年度部会事業計画（案）について

テーマ：�「最先端デジタルテクノロジーを活

用した地域振興　～WEB3.0で加速

する金融の民主化～」
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　　　・セ�ミ�ナ�ー

　

　　　・正副部会長会議

　　　・先進地事例視察

　　　・正副部会長会議

　　　・セ�ミ�ナ�ー

　　 〈サービス部会〉

　　　・新入社員研修

　　　・正副部会長会議

　　　・部�会�総�会

　　　・講　演　会

8. 8

9. 9

11. 5

～ 6

7. 1.17

1.24

4. 3

～ 4

5.15

6.17

6.17

鳥取ワシン

ト ン ホ テ

ル プ ラ ザ

商工会議所

愛知県岡崎市

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

41

6

3

6

6

124

6

29

29

講　師：経済産業省

　　　　中國経済産業局　地域経済部

　デジタル経済課　統括係長　菊池　雄太　氏

テーマ：�「ウォーカブルなまちづくり～ウォー

カブルなまちを目指す公民連携まち

づくり�QURUWA戦略～」

講　師：岡崎市　都市政策部まちづくり推進課

　�QURUWA戦略係　係長　中川　健太　氏

・岡崎市視察メニューについて

・令和７年度　金融部会事業案について

・大阪万博の予定について

ウォーカブルナまちづくりの先進地として

『QURUWA戦略』に取り組む愛知県岡崎市

を視察

・令和７年度部会事業計画及び予算について

テーマ：「新春経済講演会」

講　師：野村證券㈱

　　　　　　投資情報部長　東　　英憲　氏

・テーマ：「あなた」が会社の「顔」になる

・講　師：�Ｐ－Ｃｒｅａｔｅ

　　人材育成コンサルタント　松下香寿美�氏

・令和５年度部会事業報告について

・令和６年度部会事業計画（案）について

・部会総会の開催について

・�鳥取商工会議所令和６年度事業計画・収支

予算について

・令和６年度サービス部会事業計画について

　その他

・テーマ：�『県内企業の未来を切り開くリス

キリング』

・講　師：鳥取県商工労働部�雇用人材局�

　　　　　産業人材課未来創造人材室

　　　　　　　　　　室長　井田佳代子　氏

・テーマ：�『就労支援機関を利用した就職活

動の流れ』

・講　師：社会福祉法人�鳥取県厚生事業団
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　　　・正副部会長会議

　　　・部�会�総�会

　　　・セ�ミ�ナ�ー

　　　・第２期

　　　　こども大学

　　　・視察研修会

　　⑸　委　員　会

　　 〈運営委員会〉

　　　・委　員　会

　　　　 （第１回）

　　　　 （第２回）

　　　　 （第３回）

　　障害者就業・生活支援センターしらはま

　　　　　　　　相談主幹　岡島　英明　氏

　　　　　　　　　相談員　福田ゆかり　氏

・こども未来大学　開催について

・京都視察について

・副部会長選任について

・その他

テーマ：�「職場定着率を高めるコミュニケー

ション術」

講　師：合同会社東公成事務所

　　　　代表社員　キャリアコンサルタント

　　　　　　　　　　　　　東　　公成　氏

・ドローン操作体験、座学

・株式会社洛北義肢　視察

　工場見学、人事教育制度について

・�歴史的資源を活用した観光まちづくり推進

事業について

・産業・雇用・運輸関係懇談会について

・部会、委員会報告

・メタバース勉強会

・�2025年大阪・関西万博の前売入場チケッ

トの取扱いについて

・部会、委員会報告

・�常議員会・通常議員総会��提出議案につい

て

　①�令和５年度事業報告・同収支決算につい

て

　②�令和６年度「一般会計」、「会館運営特別

会計」及び「財政調整資金積立金特別会

計」の補正予算について

　③監事の選任について

　④礼遇規則に基づく礼遇者決定について

　⑤常任相談役の選任について

5

11

11

15

5

　

20

��20

��18

商工会議所

商工会議所

商工会議所

旧神戸小学校

京 都 市

商工会議所

商工会議所

商工会議所

9.27

9.27

9.27

11. 3

11.19

～ 20

4.11

5.14

6.13
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　　　　 （第４回）

　　　　 （第５回）

　　　　 （第６回）

　　　　 （第７回）

　　　　 （第８回）

　⑥�役員・議員の会頭表彰被表彰者決定につ

いて

・�新規高等学校卒業者の積極採用について

（要請書受理）

・部会、委員会報告

・メタバース勉強会

・商工中金の株式取得について

・�能登事業者支援センターへの職員派遣事業

の報告について

・部会・委員会報告

・�第５回鳥取駅周辺リ・デザイン会議について

・障がい者雇用推進の要請書受理について

・会館内の喫煙専用室について

・�地方議会議員の立候補環境の整備について

・�TottoriRideShare（とっとりライドシェア）

ドライバー募集について

・部会、委員会報告

・第２回常議員会提出議案について

　①優良従業員表彰被表彰者の決定について

　②�退任役員・議員に対する感謝状の贈呈に

ついて

　③新会員の入会承認について

・鳥取市との定期懇談会について

・部会、委員会報告

・�地方創生に向けた人口戦略フォーラムin

とっとりについて

・長時間労働削減に関する要望書について

・�地域公共交通まちづくりシンポジウムにつ

いて

・部会、委員会報告

・�鳥取商工会議所（含日商）年間主要行事予

定について

・�大阪・関西万博修学旅行の訪問支援につい

て

・�第６回「失われた30年＋脱却」の開催に

ついて

・部会・委員会の報告

・講演会

�20

��19

��17

��19

��19

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

7.11

9.12

10.10

11. 4

12.12
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　　　　 （第9回）

　　　　 （第10回）

　　 〈企画政策委員会〉

　　　・委　員　会

　　　　 （第１回）

　　　・委　員　会

　　　　 （第２回）

　　　・委　員　会

　　　　 （第３回）

テーマ：�「物流の2024年問題解決に向けた取

組みについて」

講　師：鳥取運輸支局

　　　　首席運輸企画専門官付　

　　　　　　　　　　　　　福島廉志郎　氏

・�令和７年度鳥取商工会議所事業計画（案）

について

・�まちなか賑わい創出特別委員会主催フォー

ラムについて

・部会・委員会の報告

・�第４回常議員会（３/17）提出議案、臨時

議員総会（３/31）提出議案

　①�令和６年度退職給与資金特別会計の補正

予算（案）について

　②�令和７年度事業計画（案）・同収支予算

（案）について　

　③�令和６年度下期の新入会員について（総

会報告）

　④�常勤役員の定年に関する規程の改正につ

いて（総会報告）

・�鳥取市住民サービス統合プラットフォーム

について

・�【要請書受理】障がい者雇用と職場定着の

支援の推進について

・部会・委員会の報告

・ビジネススクールの座組の検討について

・鳥取県情報産業協会との連携事業について

・ビジネススクールの委託先の回答について

・�鳥取県情報産業協会との連携事業の具体案

について

・視察研修会の日程について

・�ビジネススクール委託先からの実施条件提

示について

・視察研修会の視察テーマについて

��19

��18

8

7

7

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

7. 2.13

3.13

4.10

5. 8

6.13
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　　　・委　員　会

　　　　 （第４回）

　　　・委　員　会

　　　　 （第５回）

　　　・ビ�ジ�ネ�ス

　　　　ス�ク�ー�ル

　　　・委　員　会

　　　　 （第６回）

　　　・委　員　会

　　　　 （第７回）

　　　・ビ�ジ�ネ�ス

　　　　ス�ク�ー�ル

　　　・委　員　会

　　　　 （第８回）

　　　・委　員　会

　　　　 （第９回）

　　　・視察研修会

　　　・委　員　会

　　　　 （第10回）

　　　・委　員　会

　　　　 （第11回）

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

たくみ割烹

商工会議所

大 分 県 宇

佐 市 ほ か

商工会議所

商工会議所

6

8

20

6

7

44

7

8

8

7

8

・�ビジネススクール　２回試験実施決定の報

告について

・ビジネススクールの周知協力について

・企業視察先の決定について

コミュニケーション力アップセミナー

講　師：㈱ミライフ経営総研

　　　　　　　　　　　　　大田善理子　氏

・�コミュニケーション力アップセミナーの実

施報告

・12/11�経理実務講座の参加者状況について

・視察研修会の行程の最終確認について

・外国人材活用に関する調査について

・経理実務講座の参加者状況について

・�ビジネススクール委託事業者の次年度の意

向について

・外国人材（インド人材）にかかる情報提供

経理実務講座

講　師：㈱ミライフ経営総研

　　　　　　　　　　　　　井本　良則　氏

・忘年会

・�ビジネススクールの次年度カリキュラム・

日程について

・視察研修の最終確認について

・次年度委員会活動の予算要求について

視察テーマ：外国人材活用における実態と課題

（20日）宇佐商工会議所（大分県宇佐市）

（21日）福岡市役所国際政策課

　　　　　　　　　　　（福岡県福岡市）

・視察研修会の振り返り

・�外国人材活用に関するアンケートの実施方

法について

・�外国人材活用に関するアンケート質問項目

確認

・鳥取市担当課と外国人材に関する意見交換

7. 3

9. 4

10. 3

10. 9

11.13

12.11

12.13

7. 1.15

1.20

～ 21

2.12

3.14
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　　 〈まちなか賑わい

　　　創出特別委員会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・委　員　会

　　　・フォーラム

　　　・先進地事例

　　　　視察

　　 〈ローカルフード

　　　プロジェクト

　　　（ＬＦＰ）特別委員会〉

　　　・委　員　会

　　　・視察研修会

・次回委員会の内容について　他

・今後のスケジュールについて

・まちなか再生フォーラムについて

・建設部会との意見交換

・�「とっとりまちなかネオビジョン」説明、

意見交換

・視察都市の検討

・フォーラムの内容について

・鳥取駅周辺整備について

・�第１回中小機構アドバイザー意見交換会、

現地視察

主要テーマ：�「鳥取中心市街地の現状と課題

について」

・第２回中小機構アドバイザー意見交換会

「まちなか再生を考えるフォーラム」

講演、パネルディスカッション

テーマ：�中心市街地『再』活性化のための傾

向と対策

講　師：㈱商業タウンマネジメント

　　　　　　　代表取締役　東　　朋治　氏

・視察先：�郡山商工会議所、大町二丁目地区

再開発事業地

　　　　　宇都宮商工会議所

・個別プロジェクトの進捗状況について

・先進地事例調査事業について

・�地域の特産物を活用したオリジナルの開発

商品の販促を積極的に展開している観光施

設を視察

・視察先：�ＪＡ南紀ファーマーズマーケット

紀菜柑、紀州梅の里なかた

4

4

12

9

15

13

57

4

7

8

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

と り ぎ ん

文 化 会 館

郡 山 市、

宇 都 宮 市

商工会議所

田 辺 市

 6. 3

12. 9

4.17

6.10

9.24

11.18

7. 3.15

10.29

～ 30

 6.13

8.22

～ 23
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　　　・鳥取三十二

　　　　万石お城

　　　　まつり

　　　・ねんりん

　　　　ピック

　　　・鳥取三十二

　　　　万石お城

　　　　まつり

　　　・正副部会長会議

　　　・委　員　会

　　 〈コンパクトス

　　　マートシティ

　　　推進特別委員会〉

　　　・デジタル

　　　　地域通貨

　　　　プレゼン

　　　・デジタル

　　　　地域通貨

　　　　推進協議会

　　　・ウォレット

　　　　事業面談

　 〈とっとり観光ビジョ

　　�ン策定特別委員会〉

委員会

　　　・第１回委員会

　　　・第２回委員会

久 松 公 園

鳥 取 駅 前

風 紋 広 場

久 松 公 園

商工会議所

こうりん屋敷

商工会議所

商工会議所

市内事業者

市内事業者

オンライン

パレット鳥

取 市 民 交

流 ホ ー ル

商工会議所

1

1

1

1

7

8

11

14

13

9

19

16

・�練物プロジェクトで誕生させた新しい「グ

ルメとうふちくわ」の販売

・�練物プロジェクトで誕生させた新しい「グ

ルメとうふちくわ」の販売

・�練物プロジェクトで誕生させた新しい「グ

ルメとうふちくわ」の販売

・次年度の事業計画（案）について

・次年度の事業計画（案）について

・鳥取銀行、山陰合同銀行によるプレゼン

・スケジュール再確認

・今後の進め方について

・推進方法について　ほか

・事業計画、事業構造について

・行政ポイントについて

・デジ田申請について　ほか

・進捗確認

・事業計画の見直しについて　ほか

・デジタル地域通貨事業の進捗について

・昨年度の活動報告について

・�歴史的資源を活用した観光まちづくり推進

事業への申請について

・今後の活動計画について

・�歴史的資源を活用した観光まちづくり推進

事業採択の報告と検討事項について

・３エリアチームの活動報告について

9.29

10.20

～ 21

9.24

7. 1.21

2.13

8.27

10. 3

10.25

12.20

7. 2. 7

4.26

5.27



－ 41－

・今年度の視察先について

・デジタル地域通貨についての研修

　講　師：コンパクトスマートシティ推進

　　　　　特別委員会

　　　　　　　　　委員長　小川原秀哉　氏

・�歴史的資源を活用した観光まちづくり推進

事業の報告

・３エリアチームの活動報告について

・�歴史的資源を活用した観光まちづくり推進

事業の報告

・３エリアチームの活動報告について

・�ビジョン策定に向けたスケジュール確認に

ついて

・�歴史的資源を活用した観光まちづくり推進

事業の報告

・３エリアチームの活動報告について

・宮崎県日南市視察の報告について

・３エリアチームのまとめについて

・�ビジョン全体のイメージ共有・再確認につ

いて

・ビジョンの構成・修正について

・３エリアチームの修正案について

・観光ビジョン素案の確認について

・�今後のスケジュール及び委員会ゴールにつ

いて

・観光ビジョン修正案の確認について

・�今年度のゴールと次年度の取り組みについ

て

・観光ビジョン最終案の確認について

・次年度以降の取り組みについて

・�歴史的資源を活用した観光まちづくり推進

事業の活動報告

鳥取市側出席者：

　深澤義彦市長、羽場恭一副市長、

　河井登志夫教育長、

　塩谷範夫企画推進部長、

　山根陽一都市整備部長、

　平井宏和観光・ジオパーク推進課長

13

13

16

14

14

14

13

16

4

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

パレットとっ

とり市民交

流 ホ ー ル

商工会議所

市 役 所

　　　・第３回委員会

　　　・第４回委員会

　　　・第５回委員会

　　　・第６回委員会

　　　・第７回委員会

　　　・第８回委員会

　　　・第９回委員長

　　　・第10回委員会

　　　・鳥取市への

　　　　要望

6.27

7.29

8.27

9.26

10.29

11.25

12.26

7. 3.12

3.18
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　　　・正副委員長会議

　　　・第１回

　　　　正副委員長会議

　　　・第２回

　　　　正副委員長会議

　　　・第３回

　　　　正副委員長会議

　　　・第４回

　　　　正副委員長会議

　　　・第５回

　　　　正副委員長会議

　　　・第６回

　　　　正副委員長会議

　　　・第７回

　　　　正副委員長会議

　　　・第８回

　　　　正副委員長会議

　　　・第９回

　　　　正副委員長会議

　　　・第10回

　　　　正副委員長会議

　　　・第11回

　　　　正副委員長会議

　　　・第12回

　　　　正副委員長会議

　　　・視察研修会

歴史的資源を活用し

た観光まちづくり

推進事業

　　　・合同キックオフ

　　　　ミーティング

商議所側出席者：

　児嶋祥悟会頭、西垣豪副会頭、

　荒田潤之介委員長

　縫谷吉彦副委員長、横山憲昭事務局長

・とっとり観光ビジョンの説明

・意見交換

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・次回委員会内容の確認

・ビジョンの最終案確認について

・ビジョンの最終案確認について

・次回委員会内容の確認

・油津商店街（㈱ことろど）視察

・歴史的保存地区（飫肥地区）視察

・基調講演

　　　　　　東洋大学教授　森下　晶美　氏

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

9

30

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

宮 崎 県

日 南 市

東 京 都

日 本 橋

4.17

5.23

6. 4

7.12

8.19

9.17

10.15

11.13

12.19

7.1.22

2.18

3.10

7.31

～ 8. 2

4.17
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テーマ：�歴史的資源を活用した観光まちづく

りのポイント

　　　　　工学院大学理事長　後藤　治　氏

テーマ：歴史的建造物の活用、改修のポイント

・グループディスカッション

・歴史的資源の現地踏査

・合同キックオフ会議

・専門家、伴走者との意見交換会

・定例WEB会議の内容報告

・視察候補地について

・歴史的資源（５施設）の調査報告・利活用策

・定例WEB会議の内容報告

・先進地視察について

・高砂屋などの改修・活用について意見交換

・定例WEB会議の内容報告

・先進地視察報告

・高砂屋調査の進捗について

・高砂屋トークイベントについて

・アンケート調査実施について

・定例WEB会議の内容報告

・高砂屋トークライブの開催報告

・高砂屋改修計画案等について

・組織づくりに対する専門家派遣について

・定例WEB会議の内容報告

・12月14，15日の専門家現地視察受入の報告

・会議所が策定を進める観光ビジョンについて

・次年度に向けた取り組みについて

・�群言堂・松場代表を招いた座談会開催につ

いて

・歴まち事業活動の最終報告

・次年度に向けた活動について

・意見交換

・事業進捗報告

・意見交換

・自家MTGでの確認事項について

24

8

12

14

10

13

15

15

商 工 会 議

所 ほ か

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

7. 4. 5

9. 4

10. 2

11. 6

12. 4

7. 1.15

3.19

8.22

　　　・鳥取キックオフ

　　　　会議、視察

地元関係者全体会議

　　　　　　第１回

　　　　　　第２回

　　　　　　第３回

　　　　　　第４回

　　　　　　第５回

最終報告会

専門家・伴走者との

定例ＷＥＢ会議

　　　　　　第１回
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　　　　　　第２回

　　　　　　第３回

　　　　　　第４回

　　　　　　第５回

　　　　　　第６回

成果報告会

　　　　先進地視察

　　　　南砺市視察

　　　　伊賀市視察

ワークショップ等

　　　高砂屋トーク

　　　ライブ

・事業進捗報告

・意見交換

・自家MTGでの確認事項について

・事業進捗報告

・意見交換

・自家MTGでの確認事項について

・事業進捗報告

・意見交換

・自家MTGでの確認事項について

・事業進捗報告

・意見交換

・自家MTGでの確認事項について

・事業進捗報告

・意見交換

・今後の確認事項について

・地域による実証内容・成果報告

・講評

・�㈱コラレアルチザンジャパン・山川智嗣代

表との意見交換

・bed�and�craft視察

・トモル工房で彫刻家・田中孝明氏と意見交換

・NIPPONIA�HOTELの視察

・伊賀上野DMOとの意見交換

・�伊賀市中心市街地推進課・森口課長との意

見交換

第１部　歴史と地域資源について

講　師：鳥取市文化財課

　　　　　　　　　　課長　佐々木孝文　氏

第２部　鳥取のまちづくりについて

講　師：（同）工作社

　　　　　　　代表取締役　本間　　公　氏

第３部　観光まちづくりと歴まち事業について

講　師：鳥取商工会議所

　　　　　　　　　副会頭　西垣　　豪　氏

　　　　　　　同　委員長　荒田潤之介　氏

第４部　トークセッション

15

22

17

19

17

3

3

3

26

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

富 山 県

南 砺 市

三 重 県

伊 賀 市

高 砂 屋

9.18

10.16

11. 2

12.18

7. 2. 7

2.28

10. 8

～ 10

10.11

～ 12

11.23
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上記４名と㈱まるにわ齋藤浩文代表取締役を

含めた５名のセッション

（基調講演）

テーマ：因幡・伯耆を統治した鳥取城主池田家

講　師：多摩大学客員教授　河合　　敦　氏

（パネルディスカッション）

パネラー：多摩大学客員教授

　　　　　　　　　　　　　河合　　敦　氏

　　鳥取商工会議所副会頭　西垣　　豪　氏

専門家：石見銀山群言堂グループ

　　　　　　　代表取締役　松場　　忠　氏

・高砂屋視察

・地元関係者との座談会

・9企画を自主企画イベントとして実施

◯鳥取山草同好会�納涼山野草展

◯パレット夏あそび

〇シリーズワークショップ“イロハすてっぷ”

　「ベーカリ職人に教わるしあわせ手ごねパン」

◯TOTTORI　ILLUSTRATION　2024

◯秋の山野草パレット展

◯鉄道ジオラマと小さな木工展

◯ゆるっと暮らしのワークショップ

◯パレット冬あそび

◯とっとり紙マルシェ

八上比売と因幡の白兎神話を活用した観光活

性化に向け、今年度は下記の取組を実施

406

22

3,771

と り ぎ ん

文 化 会 館

商工会議所

市 民 交 流

ホ ー ル

12.14

7. 1.27

6. 7. 3～

7. 2.11

　　　鳥取城フォー

　　　ラム2024

　群言堂・松場代表

　との座談会

　　⑹　まちづくり

　　　　推進事業

　　 〈イベント開催

　　　　　支援事業〉

　　　・パレットとっとり

　　　　市民交流ホール

　　　　イベント

　　⑺　地域資源活用

　　　　等の推進に

　　　　よる活性化

　　　・神話　因幡国

　　　　ロマンチック

　　　　ロード物語

◆取組１：オリジナルご朱印巡りの事業企画および実施
　　白兎、賣沼、御湯、酒賀の４神社が祀るキャラクターが印字された御朱印台紙を製作。各神社で
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　　⑻　その他会議

　　　①　会頭・副

　　　　　会頭会議

　　　②　鳥取市・

　　　　　商工会議

　　　　　所定期懇

　　　　　談会

　　　③　小規模事

　　　　　業者経営

　　　　　改善資金

　　　　　審査会

　７．事　　　　業

　　⑴　各種事業活動

・�商工会議所の運営に関する諸事業、諸課題

等の協議（16回開催）

⑴これからの人材確保

　①�若者・女性の地元定着について（鳥取

商工会議所）

　②�外国人の雇用について（鳥取商工会議

所）

⑵鳥取駅周辺整備について（鳥取市）

第537回　

　推薦決定　　　１件　　12,000千円

　貸付決定　　　１件　　12,000千円

第538回

　推薦決定　　　１件　　�9,000千円

　貸付決定　　　１件　　�9,000千円

第539回

　推薦決定　　　１件　　�9,000千円

　貸付決定　　　１件　　�9,000千円

第540回

　推薦決定　　　３件　　15,500千円

　貸付決定　　　３件　　15,500千円

延べ

�128

27

10

8

8

8

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

4. 4 ～

7. 3. 6

10. 2

5. 8

8. 7

10.15

12. 4

会員共済事業（７．３．31現在）

①受託機関：アクサ生命保険㈱、第一生命保険㈱

　事務幹事・わかとり・特退金・個人保険：アクサ生命保険㈱

　　　　　・経営者年金：第一生命保険㈱

区分 加入件数 加入口数 月額掛金額（円） 給付件数 給付金額（円）

わかとり共済 1,982 3,255 2,971,030 23 3,926,000

特定退職金共済 1,756 8,190 8,190,000 162 85,708,203

経営者年金共済 3 8 80,000 0 0

個 人 保 険 1,611 － 29,427,602 － －

個人保険（年払） 193 － 1,665,343,339 － －

ご朱印を授与してもらうと共に、WEB上でダウンロード可能なデジタルご朱印と全てのデジタル
ご朱印を集めた際に満願達成画像が取得できるシステムを提供中。
◆取組２：グッズ製作
　　キーホルダー２種、クリアファイル１種製作し、白兎と河原の道の駅で販売中。



年月日 件　　　　　名（内　容） 建 議 先
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　　⑵　意�見�活�動

　　　ア　要望書等

・わかとり共済 見舞金・祝金給付実績

②受託機関：ＡＩＧ損害保険㈱

③受託機関：東京海上日動火災保険㈱、三井住友海上火災保険㈱

　　　　　　あいおいニッセイ同和損害保険㈱、損害保険ジャパン㈱

　　　　　　共栄火災海上保険㈱

区　　分 件　　数 給付金額（円）
通 院 見 舞 金 5 50,000
入 院 見 舞 金 50 1,190,000
結 婚 祝 金 10 100,000
出 産 祝 金 13 65,000
還 暦 祝 金 54 270,000
合　　　計 132 1,675,000

区　　　　分 年間保険料（円）
各種損害保険 5,656,750

区　　　　分 加入件数 年間保険料（円）
個人情報漏えい賠償責任保険 0 0
休業補償プラン 215 637,907
業務災害補償プラン 348 102,419,520
海外ＰＬ保険 4 1,341,500
ビジネス総合保険 322 148,643,250
海外危機対策プラン 0 0

官民連携による更なる観光発展を目指して
　鳥取市の観光は、これまで行政や関連団体、経済団体

があまり連携しないままに様々な取り組みを行ってきた

ことや、鳥取市自体に総合的な観光ビジョンがないため、

一体感に欠け、役割が不明確な結果、資金や労力が無駄

になり十分な成果があがっておりません。

　また、鳥取砂丘には多くの観光客が訪れる一方、他の

観光資源や食材といった多くの「原石」があるにもかか

わらず、十分に活かされていないために滞在時間が伸び

ず、観光客が砂丘以外に足を運ばずに周辺の観光地に流

れてしまっているのが現状です。その結果、【通過型観

光から脱却し、滞在型観光へ】という鳥取市の観光の長

年の課題を解決できていない状況が続いています。

　更に市民の間には「鳥取には何もない」という意識が

鳥取市長

深澤　義彦
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根強く残り、地域の魅力や誇りを感じられない状況が、

若者(人財)の流出や、地域の活力低下にもつながってい

ます。人口減少により地域経済が疲弊していくことが予

想される中、裾野が広く外貨を稼ぐ力がある観光を基軸

に地域経済を活性化し、市民が地域の魅力を再発見す

ることでCIVIC�PRIDEを持てる環境を醸成することで、

鳥取の観光振興や経済を推進していく原動力に繋がって

いくと考えます。

　一方で、鳥取市には圧倒的な知名度を誇る地域の宝で

ある鳥取砂丘があります。唯一無二の自然環境である鳥

取砂丘を中心に、他の観光エリアを繋ぎ、連携・強化し

ながら官民が一体となり、覚悟を持って観光振興に取り

組むべきです。

　そのためには、行政や観光関連団体だけでなく、経済

団体、企業などすべて市民が観光振興の主体であると認

識し、「鳥取市の目指す姿」を明確にしたこのビジョン

のもと、行動していく必要があります。そして、掲げる

だけでなく、ビジョンを実現するための本格的な官民連

携組織を立ち上げ、観光振興を通じて市民の誇りや地域

愛を育みながら、先人たちの意志を受け継ぎ、市民全体

で、鳥取市の観光発展を目指していきましょう。

◆とっとり観光ビジョン
砂ノ国　鳥取
～砂丘から始まる日本海の風が運ぶ悠久時間～
　日本海の風により形成された唯一無二の自然環境で

ある鳥取砂丘をもち、圧倒的な砂のイメージを持つ鳥

取市を【砂ノ国】と捉えて、鳥取の観光の中心に据え

た観光振興を目指します。訪れるどの観光地に行って

も、【砂ノ国】に降り立ったような特別な雰囲気を味

わえるような工夫を凝らし、鳥取ならではの体験と悠

久なひとときを楽しんでいただける観光エリアの実現

を官民一体となって取り組むことを目指すビジョンで

す。

◆ビジョン実現へ必要なファクター
Ｆ１．観光産業で地域を潤す（稼ぐ）仕組み

Ｆ２．鳥取砂丘を中心に各観光エリアを繋げる
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Ｆ３．鳥取の魅力、観光コンテンツの高付加価値化

Ｆ４．砂ノ国をイメージさせる演出・広報戦略

Ｆ５．インバウンドの受け入れ体制構築と広報戦略

Ｆ６．観光とまちづくりを一体的な取組みに

Ｆ７．ビジョン実現への組織づくり・ひとづくり

Ｆ８．市民が参画することで、CIVIC�PRIDEを育む

◆３つの重点強化エリアと重点取り組み項目
鳥取城跡エリア…池田家32万石を誇った鳥取城跡や
麒麟獅子舞など、様々な時代の歴史・伝統文化・芸能

を体感できるエリア

①【砂ノ国】�鳥取砂丘のＲｅブランディング

②受入環境整備とインバウンド対策

③案内機能の強化　～鳥取砂丘から各観光エリアへ～

④財源確保と収益性向上　

⑤関係人口増加　～市民の利用促進～

鳥取砂丘ジオエリア…唯一無二の自然を体感できる鳥
取砂丘ジオエリアを鳥取観光の中心に周辺観光地や、

街中に繋げていくエリア

①�官民協働による鳥取城跡早期復元と観光インフラ整

備

②�歴史的資源や公共施設等の新しい活用提案と相互連

携

③【砂ノ国】�の歴史・史跡・芸能のコンテンツ創造

④�地元企業参入支援（お土産・飲食・体験）による観

光消費の向上

⑤市民参画・市民生活との調和・人材育成

鳥取街園エリア…民藝が彩る鳥取らしい暮らしや、鳥
取の食、宿、温泉などを楽しみながら、悠久時間を過

ごせるエリア

①�観光向けの宿泊・観光施設の設置　（歴史的資源・

空き家の活用）

②�【砂ノ国】�独自の食・文化・民藝を新表現するコン

テンツ提案

③駅の再整備と並行した観光まちづくりの推進　

④観光と市民生活が調和する観光まちづくりの推進



－ 50－

　　　イ　要請書の受理

◆ビジョン実現に向けた体制づくり
　ビジョンを実現するための組織づくりを官民で連携

し検討する会議体の立ち上げ（仮称）とっとり観光ビ

ジョン実現会議の発足

　構成員案：�鳥取市関係部署、鳥取市観光コンベンショ

ン協会、鳥取市文化財団、麒麟のまち観

光局、鳥取大砂丘観光協会、鳥取市中心

市街地活性化協議会

（内容）

１．鳥取市関係部署との意見交換（定例ミーティング）

２．ビジョンを実現するための組織づくり検討

①�官民連携した組織の在り方・現団体の役割分担再構

築の検討

②�ビジョンに連動し且つ稼ぐことに特化したＤＭＣの

設立検討

③砂ノ国ブランディングの確立と広報戦略検討

④�エリア会議で各エリア関係者とビジョン共有と課題

の抽出

　　　　　　　令和７年３月18日

　　　　　　　　鳥取商工会議所　会頭　児嶋　祥悟

障がい福祉の推進について
　貴所におかれましては、日頃、本県における障がい福

祉の推進に御理解と御協力をいただき深く感謝申し上げ

ます。

　この４月から改正障害者差別解消法が施行されました

が、本県では合理的配慮の提供と理念を同じくするあい

サポート運動を平成21年11月から始めており、今年で

15年目の節目の年を迎えています。

　障がいを知り、共に生きる地域共生社会を目指す取組

であるあいサポート運動は、県外にもその活動が広がり、

あいサポーター数は全国で65万を超え、あいサポート

企業・団体数も3,000に迫っています。本件と手を携え

て運動を広める協定締結自治体も８県16市６町に及び、

今後も増える見込みであり、さらに、韓国江原道とも協

定を締結しています。

　本県が目指すところは、「障がいを知り、ともに生き

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟
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る」という考え方が県内のみならず全国にも広がること

であり、そのためにも、改正法施行や運動15周年を機に、

「あいサポート運動2.0」事業を展開していきます。また、

その中で、あいサポート運動と合理的配慮の提供を融合

させたハイブリッドキャンペーンを鳥取県、鳥取県社会

福祉協議会、あいサポートメッセンジャー等で編成した

キャラバン隊により強力に推し進めていきます。

　貴所におかれましても、あいサポート運動の推進、障

がい者への合理的配慮の提供について一層の御理解を賜

りますようお願いしますとともに、貴所会員の皆様に当

該取組が浸透し、実践が進むよう、御協力の程よろしく

お願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　平井　伸治

企業等における公正な採用選考の実現に向けて
　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　鳥取労働局の運営につきましては、平素から格別の御

協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、鳥取労働局では、応募者の基本的人権を尊重し、

広く応募者に門戸を開くとともに、適正・能力に基づい

た採用選考を行う公正な採用選考システムの確立が図ら

れるよう周知・啓発を行っています。

　昨今、情報化の進展に伴いインターネット上に差別的

な書き込みが行われるなどの状況変化が生じていること

を踏まえ、平成28年12月に成立した「部落差別の解消

の推進に関する法律」の着実な施行により、国として部

落差別を解消するための教育・啓発等の取組みを進めて

いるところです。

　公正な採用選考システムの確立に向けては、企業に対

する周知・啓発に取り組んでいますが、その一方、採用

担当者のみならず企業トップクラスにおいても、面接や

応募用紙等で「家族」や「個人のプライバシー・身体等」

に関することを把握するなど、就職差別につながるおそ

れのある不適切な事象も依然として発生している現状に

あります。

　近年、我が国を含め世界が大きな変化に直面する中

で、いかに新しい時代に対して柔軟な対応ができるかが

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟
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大きな課題となっています。社会の変化を取り入れ、多

様化した価値観を尊重することが求められているところ

です。

　これらの変化は企業に対しても例外ではなく、企業が

多様性を受け入れ、多様な人材を活躍させることができ

るかが注目される時代になっています。そのような中、

採用選考の場面で応募者の人権を軽視するような言動が

明らかになれば、人材確保に支障を来すばかりか、社会

的な批判からステークホルダーの信頼を損ない、企業価

値を低下させることにもなります。

　貴団体におかれましては、こうした公正採用選考の趣

旨を改めてご理解いただき、「公正採用選考人権啓発推

進員」の適切な配置、推進員や企業トップクラスに対し

て鳥取労働局及び鳥取県が行う研修会への積極的な参

加、適正な応募用紙の使用等公正な採用選考が実現され

るよう、会員企業に対し周知・啓発の御協力をお願い申

し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取労働局長

新規高等学校卒業者の採用について
　貴会におかれましては、日頃、本県の新規高等学校卒

業者の採用について御理解と御協力いただき、深く感謝

申し上げます。

　昨年度末における鳥取県の新規高等学校卒業者の就職

内定率は、事業者の皆様の御理解・御協力をいただき、

99.6％と高い水準に達したところです。また、就職希望

者が減少する中で、県内事業所からの求人は増加傾向に

あり、昨年度末の求人倍率は2.97倍、県内就職希望者に

限ると3.76倍とかつてない高水準となっています。

　若年労働力の減少が進む中、一人でも多くの若者を地

元の事業所で正社員として雇用し、将来の本県産業を担

う人材として育成・定着させていくことは、鳥取県の未

来をひらく上で必要不可欠であります。

　鳥取県、鳥取労働局及び鳥取県教育委員会では、連携

して、キャリア教育の充実により職業観、勤労観、地域

貢献の意欲の育成を図るとともに、求人事業所説明会、

職場見学会、インターンシップやアルバイト就業事業な

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟
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どの職場体験事業、就業意欲啓発のためのセミナーなど

の地元就職を考える高校生に対する様々なサポートを一

層充実させ、高校生の県内就職を推進してまいります。

　貴会におかれましても、鳥取県の未来を担う若者を育

成していくため、教育訓練の機会の提供による人材育成、

働きやすい職場環境の整備、生産性向上と賃金引上げ、

適正な人事評価等による処遇の向上など、魅力ある雇用

の場の創出に向け御尽力いただくとともに、若者の県内

就職の促進に向けて、長期的な採用計画の策定、求人票

の早期提出及び応募者の適正と能力のみを基準とした公

正採用の実施について、御協力いただくようお願いしま

す。

　なお、県内中小事業者等に対しては、事業活動や働き

方改革等を支援するための相談窓口の設置や助成金・補

助金・融資等の制度、職業訓練や専門家派遣、学習の場

の提供等を通じたキャリアアップ・人材育成支援制度等

を設けています。こうした諸制度を会員事業者の皆様に

周知され、ぜひとも御活用いただくようお願いします。

　　　　　　　　鳥取県知事　　　　　　　平井　伸治

　　　　　　　　鳥取労働局長　　　　　　平川　雅浩

　　　　　　　　鳥取県教育委員会教育長　足羽　英樹

新規高等学校卒業者の採用について
　貴会議所におかれましては、日頃から新規高等学校卒

業者の採用及び職場定着の推進につきまして、格別の御

理解と御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。

　また、今春卒業した多くの高校生が地元就職の希望を

叶え、鳥取市で社会人としての第一歩を踏む出すことが

できましたのは、貴会議所及び事業主の皆様が採用計画

を早期に策定され、積極的な採用活動に取り組まれたお

かげであり、深く感謝申し上げます。

　鳥取市の人口は転出者が転入者を上回るなど、減少傾

向が続いていますが、コロナ禍からの正常化が進み、東

京圏への一極集中が再び加速化し、人口減少に起因する

人手不足が懸念されるところです。鳥取市経済を持続可

能なものとするためには、高校生の地元就職希望割合を

更に高めていく必要があり、一人でも多くの若者を地元

鳥取商工会

議所会頭

児嶋　祥悟
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の事業所で正社員として雇用し、将来の本市産業を担う

人材として育成・定着させていくことが必要不可欠であ

ります。

　鳥取市、高等学校及び鳥取公共職業安定所において

は、連携して生徒一人ひとりに応じたきめ細かい就職支

援、在学中のキャリア教育による人材育成の支援に取り

組むとともに、求人事業所説明会、職場見学会、インター

シップなどの市内企業情報の提供や鳥取市の魅力発信を

行い、高校生の地元就職、職場定着の推進を行っており

ます。

　貴会議所におかれましても、高校生の地元就職、職場

定着が推進されるよう、早期の求人提出、働きやすい職

場環境の整備、教育訓練の機会の提供による人材育成な

ど、魅力ある雇用の場の創出への取組に御尽力いただく

とともに、応募者の適正と能力のみを基準とした公正採

用の実施について、会員事業所の皆様の御周知に、特段

の御配慮を賜りますようお願い申し上げます。

　　　　鳥取市長　　　　　　　　　　　　深澤　義彦

　　　　鳥取県高等学校長協会長　　　　　田辺　洋範

　　　　鳥取県私立中学校高等学校長会長　吉川　隆司

　　　　鳥取公共職業安定所長　　　　　　博田　勝彦

フリーランス・事業者間取引適正化等法の
施行に向けた周知等について

　平素より、労働行政に御理解と御協力を賜り厚く御礼

申し上げます。

　「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」

（フリーランス・事業者間取引適正化等法）（令和５年法

律第25号。以下「本法」といいます。）が、令和６年11

月1日に施行されることとなりました。

　本法は、個人として業務委託を受けるフリーランス（事

業者）と企業などの発注事業者の間の取引の適正化、フ

リーランスの就業環境の整備を図ることを目的とし、

⑴取引の適正化を図るため、発注事業者に対し、フリー

ランスに業務委託した際の取引条件の明示等を義務付

け、報酬の減額や受領拒否などを禁止するとともに、

⑵就業環境の整備を図るため、発注事業者に対し、フ

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟
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リーランスの育児介護等と業務の両立に対する配慮やハ

ラスメント行為に係る相談体制の整備等を義務付けてい

ます。

　内閣官房、公正取引員会、中小企業庁及び厚生労働省

において、本法の施工に伴い必要となる関係政令等の策

定を進めていたところ、令和６年５月31日、本法の政令、

規則、省令、指針及びガイドラインを公表されました。

　貴団体におかれましては、これまでも、本法に関する

周知啓発に関して御協力を賜ってきたところですが、本

法の円滑な施行に向けて、改めて、本法の内容を御理解

いただき、必要な準備を進めていただくため、下記につ

いて御協力をいただきますよう、よろしくお願い申し上

げます。

記

１．�フリーランス・事業者間取引適正化等法の周知につ

いて

　前述のとおり、本法は令和６年11月１日施行されま

す。本法に関係する取引を行っている方は、施行までに

本法の義務、禁止行為等について十分理解し、違反する

行為を行うことがないよう必要な準備を行っていただく

ことが重要となります。

　本法については、下記ＵＲＬにおいて、本法の内容に

ついて説明した資料、Ｑ＆Ａ、リーフレット、解説動画

などを公開しておりますので、貴団体におかれましても、

貴会員事業者に御案内いただき、御活用いただけますと

幸いです。

２．�貴団体の会員事業者向けの説明会開催の検討及び実

施

　御希望に応じ、貴団体が主催する会員向けの説明会・

研修会に職員を講師として派遣させていただきます。講

師派遣の依頼は本法施行に向けて、随時、受け付けてお

りますので、説明会・研修会の開催について積極的に御

検討いただけますと幸いです。

「やってみよう！でー（day）」（体験的学習活動等休業日）
への協力について

　貴会議所におかれましては、市政の推進に御理解と御

鳥取商工会

議所会頭

児嶋　祥悟
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協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　企業における人材確保が課題となる中、多様な人材が

能力・経験を活かして働きやすい職場環境づくりを推進

するとともに、従業員のワークライフバランスの実現に

向けて取り組んでいくことが求められています。

　ワークライフバランスの実現のためには、労働時間や

休日数、年次有給休暇の取得状況など、労働者の健康と

生活に配慮し、多様な働き方に対応したものへ改善する

ことが重要です。

　労働基準法が改正され、平成31年４月から、使用者は、

法定の年次有給休暇付与日数が10日以上のすべての労

働者に対し、毎年５日間、年次有給休暇を確実に取得さ

せることが必要となりました。

　年次有給休暇の取得は労働者の健康と生活に役立つだ

けでなく、労働者の心身の疲労の回復、生産性の向上な

ど会社にとっても大きなメリットがあります。

労働局、県を始め関係行政機関、関係団体等を構成員と

する鳥取県働き方改革推進会議においても、11月に実

施する鳥取働き方改革推進キャンペーン2024で、11月

１日、22日を有給休暇取得促進デーとし、祝日等と組

み合わせた連続休暇の取得促進のため、広く周知・広報

を行うことを決定しました。

　また、本市では、令和４年度より「やってみよう！デー

(day)」（体験的学習活動等休業日）を導入しました。こ

の「やってみよう！でー（day）」は、豊かな体験活動

や家庭・地域でのふれあいを通じて健全に育っていくこ

とを目的に実施しており、保護者の皆様にも有給休暇を

取得してもらい、大人と子どもたちとが触れ合う機会に

していただければと考えています。

　貴会におかれましては、これまでも、働き方改革に関

する周知啓発に格別の御協力を賜ってきたところです

が、改めて働き方改革に取り組む趣旨と、「やってみよ

う！デー (day)」を契機とした有給休暇の取得について、

会員事業所の皆様の周知啓発に向けて御協力をいただき

ますよう、よろしくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　鳥取市長　深澤　義彦
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障がい者雇用の推進について
　貴会におかれましては、日頃、本県における障がい者

雇用の推進に御理解と御協力をいただき深く感謝申し上

げます。

　障がいの有無に関わらず、希望や能力に応じて、誰も

が職業を通じた社会参加のできる共生社会実現に向け、

障がい者法定雇用率は本年４月から2.5％に引き上がり、

令和８年７月にはさらに2.7％に引き上がる予定です。

　県内の多くの企業の皆様には、この法定雇用率の段階

的引き上げも見据えて、障がい者の雇用及び「誰もが働

きやすい職場づくり」に積極的にお取り組みいただいて

おり、本県の障がい者雇用は、昨年６月１日現在で法定

雇用率（2.3％）を達成した企業の割合が64.2％で全国

平均の50.1％を大きく上回るとともに、障がい者雇用率

は過去最高の2.47％となりました。また、令和５年度の

障がい者就職件数は大きく上昇し、過去最高の826件と

なりました。

　また、本年４月から改正障害者差別解消法が施行され、

民間事業者に対しても障がい者に対する合理的配慮の提

供が義務化されましたが、本県ではこれに先駆け、合理

的配慮の提供と理念を同じくするあいサポート運動を平

成21年11月からスタートし、企業、県民の皆様ととも

に活動を広げ、大きなうねりとなっています。

　令和８年７月の法定雇用率の引き上げにより、新たに

従業員が37.5人以上の企業も障がい者の雇用義務の対

象となることが予定されていることを踏まえると、より

一層障がい者の就職機会の拡大及び就職後の職場定着を

推進していくことが求められます。

　鳥取県と鳥取労働局は鳥取県雇用対策協定を締結し、

障がい者雇用施策における連携を強化してきました。特

に、あいサポート運動の精神のもと、職場で長く働いて

いただくための環境整備が重要であることから、障がい

特性に応じた定着支援として障がい特性の理解を進める

取組やジョブコーチの支援を通じた職場への定着を進め

るほか、福祉的就労から一般企業への就労を推進してい

ます。

　貴会におかれましても、障がい者雇用の促進と職場定

着の支援に一層の御理解と御協力をいただくようお願い

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟

6. 8.28



－ 58－

いたしますとともに、貴会会員事業主の皆様に対して、

障がい者の雇用と職場定着に向けた環境づくりを強力に

進めていただきますよう、御指導の程よろしくお願い申

し上げます。

　　　　　　　　鳥取県知事　　　　　　　平井　伸治

　　　　　　　　鳥取労働局長　　　　　　平川　雅浩

　　　　　　　　鳥取県教育委員会教育長　足羽　英樹

第50回衆議院議員総選挙及び
第26回最高裁判所裁判官国民審査における

便宜供与について
　明るい選挙及び投票総参加の推進につきましては、平

素格別の御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。

　さて、来る10月27日（日）には、第50回衆議院議員

総選挙及び第26回最高裁判所裁判官国民審査が行われ

ます。

　ついては、すべての有権者の選挙権の円滑な行使を図

るため、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第６条第

３項及び労働基準法（昭和22年法律第49号）第７条の

規定に基づき、投票日当日に勤務する者に対して、投票

日当日の投票又は期日前投票のための便宜が与えられる

よう、貴会会員に対する指導及び周知について、特段の

配慮をお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　鳥取県選挙管理委員長

長時間労働削減を始めとする
働き方の見直しに向けた取組に関する要請書

　日頃より、労働行政の推進に格別の御高配を賜り、厚

く御礼申し上げます。

　過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）で

は、11月を「過労死等防止啓発月間」と定め、過労死

等防止のための集中的な啓発を行うこととされており、

同法に基づく「過労死等の防止のための対策に関する大

綱」（令和６年８月２日閣議決定）では、過労死等防止

対策の数値目標として、週労働時間40時間以上の雇用

者のうち週労働時間60時間以上の雇用者の割合を５％

以下とする（令和10年まで）、年次有給休暇の取得率を

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟

6.10.22

6.10.30
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70％以上とする（令和10年まで）等が挙げられています。

　近年、過労死等の労災支給決定件数は増加傾向にあり、

また、本年４月からは、建設事業、自動車運転の業務、

医師等についても、時間外労働の上限規制が適用されて

います。

　このようなことから、厚生労働省としては、長時間労

働の削減を始めとする働き方の見直しに向けた取組を推

進するため、昨年に引き続き、11月を「過重労働解消キャ

ンペーン」期間と定め、集中的な周知啓発等を行うこと

としています。

　貴団体におかれましては、これまでも、働き方改革に

関する周知啓発に格別の御協力を賜ってきたところです

が、改めて過重労働解消キャンペーンの趣旨を御理解い

ただき、次の事項が着実に取り組まれるよう、傘下団体・

企業等に対する周知啓発について御協力をいただきます

よう、よろしくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　鳥取労働局長　平川　雅浩

「おいしい！とっとり30･10食べきり運動」
（2024冬）への協力について

　本県の循環型社会推進の取り組みについては、日頃、

格別の御協力をいただき厚くお礼申し上げます。

　さて、日本では、まだ食べられるにもかかわらず廃棄

される食品「食品ロス」が年間約472万トン（令和４年

度推計）発生しています。このうち約60万トンが外食

産業から発生しており、飲食店等における食べ残しによ

るものが相当程度占めているところです。

　本県でも食品ロス削減の取組を強化しており、平成

28年度から食べ残しの削減を図る啓発活動を実施して

いるところです。

　つきましては、これからの忘新年会シーズンに向けて、

「おいしい！とっとり30・10食べきり運動」（2024年冬）

を実施しますので、貴会議所におかれましても、食品ロ

スの削減に向けて、下記の取組に御理解と御協力をいた

だきますようお願いいたします。

　　　鳥取県生活環境部自然共生社会局長　中村　𠮷孝

鳥取商工会

議所会頭

児嶋　祥悟

6.11.22
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記

◯�会食をされる際は、幹事役の方をはじめ、皆さんで次

の声をかけ、行動により料理の食べ残し削減にご配慮

ください。

・�参加者にあわせた料理を適量注文しましょう。（好み

や食べきれる量をチョイス！）

・�開始後30分間（目安）は、できたての料理をおいし

く食べましょう。（温かい料理は温かいうちに、冷た

い料理は冷たいうちに！）

・�お開き前の10分間は食べきりタイム！出された料理

を残すことなく食べましょう。

・�食べきれなかった料理は、お店の方に確認して、自己

責任で持ち帰る。

「やってみよう！でー（day）」（体験的学習活動等休業日）
への協力について

　貴会議所におかれましては、市政の推進に御理解と御

協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や働く人々の

ニーズの多様化が進む中、従業員のワークライフバラン

スの実現に向けて取り組んでいくことが求められていま

す。

　仕事とプライベートを両立しながら高いパフォーマン

スを発揮できる環境整備は、企業の持続的発展に欠かせ

ない取組となっており、その中でも、有給休暇の取得促

進は、社員の健康維持と生産性向上に直結する重要な柱

として位置づけられています。

　労働局、鳥取県をはじめ関係機関で構成する「鳥取働

き方改革推進会議」では、11月を鳥取働き方改革推進

キャンペーン月間とし、有給休暇取得推奨デー、働き方

に関する相談会、働き方改革川柳の募集など様々な取り

組みを実施しており、昨年のキャンペーンでは、「さあ

取ろう　休みと疲れ　ためないで（令和５年度働き方川

柳大賞作品）」を掲載した休暇取得促進リーフレットを

作成し、誰もが働きやすい職場環境づくりに向けた機運

の醸成を図ったところです。

　また、本市では、令和４年度より「やってみよう！デー

(day)」（体験的学習活動等休業日）を導入しました。こ

鳥取商工会

議所会頭

児嶋　祥悟

7. 3.10
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　　⑶　調�査�研�究

　　⑷　広　　　報

　　　①　刊　　行

　　　A　定期刊行

　　　B　不定期刊行

　　⑸　証明、鑑定、

　　　　検　　　査

　　　①　証　　明

　　　ａ　貿易関係

　　　　　証　　明

 6. 4. 1　　　ＬＯＢＯ調査（年間12回）　　　　　　　対象：６社

　 ～ 　　　　中小企業景況調査（年間４回）　　　　　対象：５業種、30社

 7. 3.31　　　県連景況調査（年間４回）　　　　　　　対象：県内150社

毎月15日定期発行　　鳥取商工会議所報　12回　　　　全会員ほか月2,700部

ホームページによる会議所活動紹介　約3,500頁ビュー／月

　　　　　　　　週刊誌／日商　「会議所ニュース」役員・議員　　　　108部

　　　　　　　　月間誌／日商　「石垣」役員　　　　　　　　　　　　45部

　　　　　　地区別
内　容　　　　　　 アジア 北　米 南　米 欧　州 その他 計

原 産 地 証 明 65 1 3 74 1 144

インボイス証明 0 0 　0 0 0 0

サ イ ン 証 明 0 0 0 56 0 56

計 65 1 3 130 1 200

の「やってみよう！でー（day）」は、豊かな体験活動

や家庭・地域でのふれあいを通じて健全に育っていくこ

とを目的に実施しており、保護者の皆様にも有給休暇を

取得してもらい、大人と子どもたちとが触れ合う機会に

していただければと考えています。

　貴会におかれましては、これまでも、働き方改革に関

する周知啓発に格別の御協力を賜ってきたところです

が、改めて働き方改革に取り組む趣旨と、「やってみよ

う！デー (day)」を契機とした有給休暇の取得について、

会員事業所の皆様の周知啓発に向けて御協力をいただき

ますよう、よろしくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　鳥取市長　深澤　義彦
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サ・ビジネスモール　登録企業数　70社（R７. ３.31現在）

　商工会議所運営の商取引サイト「ザ・ビジネスモール」へ登録し、全国30

万件の企業登録データーベースを利活用し、自社製品やサービスのＰＲおよび

新たな取引先の開拓を推進する。

な　　し

 0件

　　　ｂ　取引関係

　　　　　照　　会

　　　②　鑑　　定

　　　　　検　　査

　　⑹　信�用�調�査

　　⑺　各�種�行�事

　　　①　講 演 会

　　　　　講 習 会　

　

　　　　　　地区別
内　容　　　　　　 九州 中国 四国 近畿 中部 関東 東北 北海道 海外 計

商業関係商取引 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4

鉱・工業関係商取引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 4 0 0 0 0 0 0 0 4

年 月 日 名　　称 ・ 演　　題 場　　所 講　　師 人数

6. 5.14

8. 3

8.29

9.19

9.28

～ 10.12

マネジメントスキルアップセミ

ナー

ＩＴ導入補助金2024＆中小企業

における生成ＡＩ活用セミナー

ＳＮＳマーケティング入門講座

（2日間）

とっとり創業塾（5日間）

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

（公財）産業雇用

安定センター

インストラクター

　　山口　克司�氏

リコージャパン㈱

鳥取支社

　　栗田　　牧�氏

インテグレーショ

ン統括本部

　　後藤　匡雄�氏

（一社）ウェブ解

析士協会

関東支部�支部長

　　久保田善博�氏

中国･四国本部

　　岡村　　旭�氏

やまぐち総合研究

所㈲

取締役所長

　　山口　伸一�氏

25

27

11

14
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　　　②　個　　別

　　　　　相 談 会

　　　③　そ の 他

　　　　　会　　議

　　　　　相 談 会

年月日 演　　　　　　　題 場　　　所

6. 4.10 経済動向等に係る商工団体・金融機関等との情報連絡会議 と りぎん文化会館

5.14 鳥取市社会保険協会鳥取支部幹事会・代議員会 ホテルモナーク鳥取

5.15 自衛隊退職者雇用協議会鳥取支部役員会 鳥 取 市 役 所

5.20 とっとり若者Uターン・定住戦略本部第１回会議 ホテルニューオータニ鳥取

5.27 市町村振興協会　定時評議員会 鳥 取 市 役 所

5.28 鳥取県職業能力開発協会総会 ホテルニューオータニ鳥取

5.29 鳥取県自衛隊退職者雇用協議会鳥取支部総会 鳥 取 商 工 会 議 所

5.29 新鳥取駅前地区商店街振興組合　通常総会 新鳥取駅前地区商店街ビル

6. 3 県民の警察を励ます会　理事会 鳥取県警察本部庁舎

6. 4 鳥取市明るい選挙推進協議会　幹事会・総会 鳥 取 市 役 所

6. 4 鳥取県防衛協会　理事会 鳥 取 商 工 会 議 所

6. 4 国民スポーツ大会準備委員会　総会 県民ふれあい会館

6. 4 ねんりんピック実行委員会 県民ふれあい会館

6. 6 ふるさと定住機構理事会 白 兎 会 館

6.19 鳥取県中小企業団体中央会　通常総会祝賀会 ホテルニューオータニ鳥取

6.25 全国高校総体鳥取市実行委員会設立総会 鳥 取 市 役 所

10. 9

11. 7

毎月第１

金曜日

毎月第３

火曜日

12回開催

7. 2.21
～ 3. 4

パッケージデザインセミナー�商

品戦略とデザイン！

成果を最大化させる展示会･商談

会出展戦略×商談力向上セミナー

知財相談会

定例金融相談会

決算･確定申告･消費税申告

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

三原美奈子デザイ

ン代表

　　三原美奈子�氏

グローカルマーケ

ティング㈱

コンサルタント

　　八田　元之�氏

INPIT鳥取県知財

総合支援窓口

　　　　�担当職員

㈱日本政策金融公庫

　　　　�担当職員

派遣税理士

18

14

3

12

70
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7. 2 第26回鳥取市空家等対策協議会 鳥 取 市 役 所

7. 3 とっとり若者Uターン・定住戦略本部ワーキンググループ 鳥 取 県 庁

7. 4 ハローワーク鳥取雇用対策推進協議会 ハローワーク鳥取

7. 8 鳥取駅周辺再整備に係る四者連携協議会 鳥 取 市 役 所

7.16 とっとりロケツーリズム官民連携推進会議 ホテルニューオータニ鳥取

7.26 とっとりワーケーションネットワーク理事会 鳥 取 商 工 会 議 所

7.29 鳥取市市政懇話会 鳥 取 市 役 所

8. 6 為替の急激な変動に伴う緊急情報連絡会議 リ モ ー ト

8. 7 鳥取市ねんりんピック第２回運営委員会 鳥 取 市 役 所

8.20 山陽小野田市「ASQUARE」意見交換会 鳥 取 商 工 会 議 所

8.21 第１回鳥取市消費者行政審議会 鳥 取 市 役 所

8.21 第27回鳥取市空家等対策協議会 鳥 取 市 役 所

8.21 鳥取県東部広域行政管理組合廃棄物審議会 東部広域行政管理事務局

8.22 鳥取市国民健康保険運営協議会 鳥取市　麒麟スクエア

8.22 鳥取県障がい者雇用推進会議 鳥 取 県 庁

8.30 鳥取市経済観光部指定管理者選定委員会 鳥 取 市 役 所

9. 3 令和６年度鳥取県食品ロス削減推進協議会 とりぎん文化会館

9.30 鳥取県人権文化センター理事会 県民ふれあい会館

10. 2 鳥取市・鳥取商工会議所定期懇談会 鳥 取 商 工 会 議 所

10.21 第66回発明くふう展　二次審査委員会 鳥取県産業技術センター

10.22 第１回鳥取駅周辺再整備に係る鳥取市と若手経済人との意見交換会 鳥 取 商 工 会 議 所

10.23 鳥取市大型空き店舗入居促進補助金審査会 鳥 取 市 役 所

11. 6 全国防衛協会連合会女性部会全国研修大会in鳥取 ホテルニューオータニ鳥取

11. 6 鳥取市中小企業・小規模企業振興会議 鳥 取 市 役 所

11.14 鳥取県中小企業団体中央会　新会館竣工記念祝賀会 ホテルニューオータニ鳥取

11.20 とっとり若者Uターン・定住戦略本部会議 鳥 取 県 庁

11.27 鳥取県経済対策会議 リ モ ー ト

11.28 第２回鳥取環境大学経営審議会 リ モ ー ト

12. 9 健康づくり推進協議会 全国健康保険協会鳥取支部

12.10 東部広域行政管理組合廃棄物等審議会 東部広域行政管理事務局

12.11 第２回鳥取駅周辺再整備に係る鳥取市と若手経済人との意見交換会 鳥 取 商 工 会 議 所

12.19 第２回国民健康保険運営協議会 鳥 取 市 役 所

7. 1. 9 鳥取県中小企業団体中央会　新年合同賀詞交歓会 ホテルニューオータニ鳥取

1.21 香港貿易発展局との意見交換会 花 の れ ん

1.24 鳥取県版政労使会議 鳥 取 県 庁

1.29 鳥取県版産官学金労言師士による県民会議 ホテルニューオータニ鳥取

1.29 国内外の経済変動に向けた商工団体・金融機関等との情報連絡会議 ホテルニューオータニ鳥取

1.30 令和６年度女星活躍とっとり会議幹事会 鳥 取 県 庁



－ 65－

2. 3 鳥取市役所旧本庁舎跡地緑地広場等愛称選考委員会 鳥 取 市 役 所

2. 3 とっとり若者Uターン・定住戦略本部第３回戦略本部会議 鳥 取 県 庁

2.10 鳥取県経営者協会と連合鳥取との意見交換会 鳥取シティホテル

2.12 鳥取駅周辺再整備に係る「若者・子育て世代ワークショップ」結果報告会 鳥 取 市 役 所

2.20 ＳＤＧs共創プロジェクト事業報告会 とりぎん文化会館

2.28 ふるさと定住機構理事会 白 兎 会 館

3. 5 第４回公立鳥取環境大学経営審議会、懇親会 鳥取ワシントンホテルプラザ

3. 6 鳥取県東部地区農業関係プラン審査会 鳥 取 県 東 部 庁 舎

3. 7 インターハイ　運輸・宿泊専門委員会 鳥取市　麒麟スクエア

3. 7 インターハイ　鳥取市実行委員会広報専門委員会 鳥 取 市 役 所

3.10 第２回鳥取市中小企業・小規模企業振興会議 鳥 取 市 役 所

3.12 ひまわりセンター　評議員会 鳥 取 商 工 会 議 所

3.19 鳥取県地域活性化雇用創造プロジェクト推進協議会 とりぎん文化会館

3.28 鳥取県立美術館開館記念式典 鳥 取 県 立 美 術 館

3.28 鳥取・豊岡・丹後地域経済団体交流会 とりぎん文化会館

年月日 名　　　　　　　称 派遣内容

6. 4.16 第１回中国地域発展推進会議幹事会 専 務 理 事

4.18 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

4.22 日商�小規模事業者支援ワーキンググループ 職 員

5.22 中経連　第１回中国地域発展推進会議 会 頭、 専 務 理 事

5.23 全国専務理事・事務局長会議 職 員

～ 24

6. 7 小規模事業者支援ワーキンググループ会議 職 員

6.17 中連総会 会 頭、 専 務 理 事

6.21 日商常議員会・議員総会・特別講演会 会 頭、 専 務 理 事

7.18 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

9.17 日商常議員会・議員総会 会 頭

9.27 関西広域産業ビジョン推進会議 専 務 理 事

10. 3 中四国南北軸交流懇談会岡山交流会 会頭、専務理事、職員

10. 8 西日本経済協議会　第66回総会 会 頭

10. 8 中国地方商工会議所専務理事会 専 務 理 事

～ 9

10.17 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

10.29 鳥取・島根事務局長会議 職 員

～ 30

　　　④　視察団・

　　　　　調査団等

　　　ａ　派　　遣

　　　　　（参　加）
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　　　ｂ　来　　訪

11.19 中国地域発展推進会議 専 務 理 事

11.21 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

12.19 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

7. 1.16 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

1.22 松江商工会議所130周年記念式典 専 務 理 事

～ 23

1.27 中経連　鳥取・島根地区会員懇談会 専 務 理 事

2.13 中国地方商工会議所連合会事務局長会議 職 員

～ 14

2.20 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

3. 4 山陰地域商工会議所専務理事会議 専 務 理 事

～ 5

3.19 日商昼食懇談会・常議員会 会 頭、 専 務 理 事

3.28 鳥取・豊岡・丹後地域経済団体交流会 専 務 理 事、 職 員

年月日 来　　　訪　　　者

6. 4. 5 鳥取環境大学　新学長、新理事長就任あいさつ

4. 8 鳥取県警　野村本部長あいさつ

4. 8 JETRO　川上所長　異動あいさつ

4.11 障がい者対応あいサポート第２弾　要請

5.22 2025年大阪・関西万博副事務総長表敬訪問

6. 6 日本政策金融公庫　国民生活事業本部長　表敬訪問

6.10 JR西日本山陰支社　新任あいさつ

6.13 日本銀行松江支店　長谷川支店長異動あいさつ

6.20 中小企業団体中央会岩崎会長、本城専務　就任あいさつ

7.11 日本銀行　異動あいさつ

8.20 鳥取市教育委員会「やってみよう！でー（day)」にかかる要請

8.26 日本銀行　鳥取支店長あいさつ

8.26 NHK鳥取　新見局長着任あいさつ

8.28 平井知事　障がい者雇用にかかる要請

9.24 鳥取地方裁判所　加島所長あいさつ

10.10 鳥取地方裁判所長着任あいさつ

10.30 鳥取労働局「長時間労働是正について」要請

12.27 深澤市長　年末あいさつ

7. 3.10 「やってみよう!でー（day）」に係る要請

3.11 深澤市長　障がい者雇用にかかる要請
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　　　⑤　商工観光

　　　　　振興事業

　　　⑥　後援・共催

　　　　　事　　業

年月日 名　　　　　　　称 派遣内容

6. 5.17 鳥取駅前20世紀梨の袋掛け作業 女 性 会、 職 員

5.20 山陰海岸ジオパーク推進協議会定期総会 職 員

5.28 しゃんしゃん祭振興会総会 職 員

9.11 鳥取駅前20世紀梨の収穫 女 性 会、 職 員

10.25 鳥取県観光連盟優良みやげ品審査会 専 務 理 事

11. 7 鳥取空港の利用を促進する懇話会首都圏PRイベント 職 員

11.15 鳥取空港の利用を促進する懇話会ニッポン全国物産展PR 職 員

7. 1.28 全国商工会議所観光振興大会in長崎 職 員

3.30 コナン空港愛称化10周年記念式典 職 員

年月日 名　　　　　　　称 派遣内容

6. 4. 1 Ｃｈｅｅｒｆｕｌ鳥取サポーター協賛 NPO法人Cheerful鳥取

4. 8 第60回鳥取しゃんしゃん祭の協賛 鳥取しゃんしゃん祭振興会

4. 8 中小企業に関する全国一斉法律相談会「ひまわりほっと法律相談会」 鳥 取 県 弁 護 士 会

5. 9 「青い鳥コンサート2024」名義後援 青い鳥コンサート実行委員会

5. 7 公立鳥取環境大学　小林朋道新学長就任　新聞広告 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

5.17 「第６回図書館で夢を実現しました大賞」名義後援 鳥 取 県 立 図 書 館

5.24 「山陰海岸ジオウオークin因幡・但馬2023」名義後援 山陰海岸ジオウオーク実行委員会

6.24 第71回市民納涼花火大会　協賛 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

7.19 「旬刊政経レポート暑中特集号」広告協賛 ㈱山陰政経研究所

8. 2 鳥取城北高校野球部甲子園応援番組　広告協賛ＣＭ 日本海テレビジョン放送㈱

8. 6 祝・甲子園　鳥取城北高校　応援協賛 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

8. 2 デジタル人材育成セミナー 鳥取県情報産業協会

8.17 ガイナーレ鳥取サマーフェス　協賛 ㈱ Ｓ Ｃ 鳥 取

9.17 令和６年度　夢・実現！スタートアップ創業勉強会　名義後援 鳥 取 県 立 図 書 館

9. 2 「中小企業のための経営戦略セミナー in鳥取」名義後援 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

10.23 祝　鳥取市合併20周年　鳥取市制135周年　広告協賛 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

10.30 祝　山陰海岸ジオパーク再認定　広告協賛 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

10.30 「山陰広告賞2025」名義後援 山 陰 広 告 協 会

10.30 鳥取砂丘イリュージョン2024　協賛 鳥取砂丘イリュージョン実行委員会

11.14 鳥取城フォーラム2024　広告協賛 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

11.15 「旬刊政経レポート新春特別号」広告協賛 ㈱山陰政経研究所

11.16 山陰中央新報　年賀広告 山 陰 中 央 新 報 社

11.20 日商「会議所ニュース」年賀広告 日 本 商 工 会 議 所
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　　　⑦　その他特

　　　　　筆 事 項

　　⑻　技術技能の

　　　　普�及�検�定

　　　①　検　　定

　　　ａ　珠　　算

　　　ｂ　簿　　記

11.30 「プチ豆講座2025」名義後援 ㈱ Ｂ Ｅ Ａ Ｎ Ｓ

11.30 島根スサノオマジック鳥取市開催ウイークリースポンサー 島根スサノオマジック

7. 1.16 「第64回麒麟のまち鳥取市美術展」名義後援 鳥取市・麒麟のまち鳥取市美術展運営委員会

1.20 森林公園とっとり出合いの森第12回森林浴ウォーキング大会 鳥取いなばライオンズクラブ

2.13 「桜のライトアップ・ぼんぼり」広告協賛 鳥取市観光コンベンション協会

3.10 祝　中の御門渡櫓門　開門記念 ㈱ 日 本 海 新 聞 社

　2024年１月１日、石川県能登半島で最大震度７を観測する大地震「能登半島

地震」が発生し甚大な被害が出た。

　日本商工会議所では、石川県、石川県商工会議所連合会、金沢商工会議所か

らの要望を受け、昨年の２月19日から、全国から経営指導員等が『能登事業者

支援センター』へ応援出張しており、鳥取商工会議所から経営支援部長の井戸

垣泰志が、６月24日～６月28日まで事業継続応援を行った。

回　次 実施年月日 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計

第231回  6．6．23
受験 21 13 15 8 11 12 80

合格 6 5 6 2 5 5 29

第232回  6．10．27
受験 21 13 13 9 10 10 76

合格 7 5 4 6 3 2 27

第233回  7． 2． 9
受験 23 10 13 7 8 12 73

合格 7 2 2 4 6 2 23

合　計
受験 65 36 41 24 29 34 229

合格 20 12 12 12 14 9 79

回　次 実施年月日 １　級 ２　級 ３　級 合計

第167回  6． 6． 9
受験 15 20 81 116

合格 1 5 33 39

第168回  6．11．17
受験 14 14 64 92

合格 0 4 20 24

第169回  7． 2．23
受験 - 24 67 91

合格 - 6 20 26

団体試験
①  6． 8． 2

受験 - - 22 22

合格 - - 5 5

団体試験
②  6． 8． 9

受験 - 2 20 22

合格 - 0 5 5

合　計
受験 29 60 254 343

合格 1 15 83 99
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　　　ｃ　福祉住環

　　　　　境コーディ

　　　　　ネーター

　　　　　（IBT･

� CBT）　

　　　
ｄ　環境社会

　　　　　 （eco）

　　　　　（IBT･

� CBT）
　

　　　ｅ　ビジネス

　　　　　マネジャー

　　　　　（IBT･

� CBT）　

　　　
ｆ　カ ラ ー

　　　　　コーディ

　　　　　ネーター

　　　　　（IBT･

� CBT）
　

　　　ｇ　ビジネス

　　　　　実務法務

　　　　　（IBT･

� CBT）　

回　次 実施年月日 人　数

第36回 第１シーズン
受　験 38

合　格 28

第37回 第２シーズン
受　験 30

合　格 19

合　計
受　験 68

合　格 47

回　次 実施年月日 人　数

第19回 第１シーズン
受　験 25

合　格 7

第20回 第２シーズン
受　験 19

合　格 3

合　計
受　験 44

合　格 10

回　次 実施年月日 アドバンス スタンダード 合計

第56回 第１シーズン
受　験 1 3 4

合　格 1 2 3

第57回 第２シーズン
受　験 0 3 3

合　格 0 3 3

合　計
受　験 1 6 7

合　格 1 5 6

回　次 実施年月日 １　級 ２　級 ３　級 合計

第53回 第１シーズン
受　験 － 4 4 8

合　格 － 0 0 0

第54回 第２シーズン
受　験 0 5 3 9

合　格 0 1 2 5

合　計
受　験 0 9 7 17

合　格 0 1 2 5

回　次 実施年月日 １　級 ２　級 ３　級 合計

第52回 第１シーズン
受　験 － 6 1 7

合　格 － 3 1 4

第53回 第２シーズン
受　験 0 36 4 40

合　格 0 10 2 12

合　計
受　験 0 42 5 47

合　格 0 13 3 16
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　　　ｈ　ネット検定 試験科目 実施回数 合　計

簿 記 ２ 級 52回
受　験 52 52

合　格 19 19

簿 記 ３ 級 123回
受　験 123 123

合　格 59 59

簿 記 初 級 １回
受　験 1 1

合　格 1 1

原 価 計 算
初 級

１回
受　験 1 1

合　格 1 1

リテールマーケティング
（販売士）
１ 級

１回
受　験 1 1

合　格 0 0

リテールマーケティング
（販売士）
２ 級

５回
受　験 5 5

合　格 4 4

リテールマーケティング
（販売士）
３ 級

６回
受　験 6 6

6 6

試験科目 実施回数 ENTRY BASIC STANDARD EXPERT 合　計

プログラミ
ン グ 検 定

０回
受　験 0 0 0 0 0

合　格 0 0 0 0 0

キータッチ
2 0 0 0
テ ス ト

０回
受　験 0 0

合　格 0 0

ビ ジ ネ ス
キーボード

０回
受　験 0 0

合　格 0 0

試験科目 実施回数 ２　級 ３　級 合　計

電 子 会 計
実 務 検 定

５回
受　験 1 4 5

合　格 1 3 4

ビ ジ ネ ス
英 語 検 定
（スコア制）

０回
受　験 0 0 0

合　格 0 0 0

試験科目 実施回数 ２　級 ３　級 ベーシック 合　計

Ｐ Ｃ 検 定
（文書作成）

20回
受　験 0 5 24 29

合　格 0 4 22 26

Ｐ Ｃ 検 定
（データ活用）

18回
受　験 1 2 6 9

合　格 0 2 3 5

Ｐ Ｃ 検 定
（プレゼン
資料作成）

０回
受　験 0 1 － 1

合　格 0 1 － 1
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　　⑼　経�営�改�善

　　　　普�及�事�業

　　　①　巡回窓口

　　　　　創業支援

　　　②　講習会等

　　　　　の開催に

　　　　　よる支援

区　　分

企
業
数
対
象

経
営
革
新

経
営
一
般

情
報
化

金

融

税

務

労

働

取

引

環
境
対
策

そ
の
他

計

企業 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

経

営
　
支
　
援
　
専
　
門
　
員
　
の
　
支
　
援
　
件
　
数

巡
　 

回
　 

支
　 

援

製 造 業 78 4 136 1 44 0 1 17 1 41 245

建 設 業 206 4 89 2 146 4 7 3 0 138 393

小 売 業 146 7 109 2 110 9 6 17 0 79 339

卸 売 業 40 4 37 2 24 0 1 6 0 56 130

サービス業 287 8 161 0 182 15 8 3 0 230 607

そ の 他 39 0 37 0 12 3 0 7 0 51 110

小規模以外 3 0 0 0 2 0 1 0 0 0 3

計 799 27 569 7 520 31 24 53 1 595 1,827

窓
　 

口
　 
支
　 

援

製 造 業 96 0 97 7 49 1 21 152 0 33 360

建 設 業 269 3 151 26 204 17 144 23 0 26 594

小 売 業 211 6 152 5 152 33 51 119 0 81 599

卸 売 業 51 4 35 7 34 2 14 34 0 40 170

サービス業 416 14 334 28 262 60 58 62 0 122 940

そ の 他 48 0 27 3 21 2 9 27 0 34 123

小規模以外 5 0 1 0 3 0 0 0 0 1 5

計 1,096 27 797 76 725 115 297 417 0 337 2,791

創�

業�

支�

援

巡回支援 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2

窓口支援 122 0 69 0 53 0 0 0 0 0 122

計 123 0 70 0 54 0 0 0 0 0 124

創 業 に
至った件数 47 0 19 0 28 0 0 0 0 0 47

区　　分
経
営
革
新

経
営
一
般

情
報
化

金

融

税

務

労

働

取

引

環
境
対
策

そ
の
他

計

講
習
会
等
の
開
催

に
よ
る
支
援
件
数

集団
支援

回数 0 4 0 12 0 2 0 0 0 18

人数 0 81 0 15 0 127 0 0 0 223

個別
支援

回数 0 12 0 15 7 0 3 0 0 37

人数 0 3 0 15 70 0 23 0 0 111
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　　　③　金　　融

　　　　　斡　　旋

　　　④　事務代行

　　　⑤　法律認定

　　　　　企 業 等

　　　⑥　青年部・

　　　　　女 性 会

　　　　　指導及び

　　　　　活動推進

　　　　　事　　業

事務の代行

法律認定企業等

雇用創出

◇青年部

斡旋件数 貸付件数 斡旋総額 　� （千円） 貸付総額 　� （千円）

金
　
　
融
　
　
の
　
　
斡
　
　
旋

日
本
政
策
金
融
公
庫
国
民
生
活
事
業

一 般・ 特 別 1 1 10,000 10,000

マ ル 経 15 15 12,100 12,100

環境改善資金等 0 0 0 0

新 創 業 融 資 6 6 15,300 15,300

計 22 22 37,400 37,400

そ
　
　
の
　
　
他

県 制 度 融 資 519 519 7,308,621 7,308,621

市町村制度融資 7 7 12,650 12,650

商工貯蓄共済 0 0 0 0

その他金融機関 0 0 0 0

計 526 526 7,321,271 7,321,271

合　　計 548 548 548 7,358,671

事
務
の
代
行

労働保険等
事 業 所 数 従 業 員 数

151 1,237

各 種 共 済
加 入 者 数

小規模共済 倒産防止共済 中退金共済 商工貯蓄共済 そ の 他

273 274 － － －

法 律 認 定
企 業 等

中小企業新事業活動促進法
旧中小企業経営革新
支援法に係るもの

旧中小企業創造活動
促進法に係るもの

旧新事業創出促進法
に 係 る も の

指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数

－ － － － － －

雇用創出数
経営革新 創　　業 そ の 他 計

92 0 144 52

青年部の指導
延　回　数 延　人　数

88 2,818

青　 年　 部

活動推進事業

研修会等 地域振興 奉仕活動 そ　の　他

回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数

43 1,778 7 231 7 231 4 33
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◇女性会

倒産防止特別相談事業

経営指導員の調査研究

経営カルテ数（Ｒ７．３．31現在）　3,385 社

　　　⑦　倒産防止

　　　　　特別相談

　　　　　事　　業

　　　⑧　経　　営

　　　　　指導員の

　　　　　調査研究

　　　⑨　経　　営

　　　　　カルテの

　　　　　保管状況

女性会の指導
延　回　数 延　人　数

29 361

女　 性　 会

活動推進事業

研修会等 地域振興 奉仕活動 そ　の　他

回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数

11 181 3 30 1 22 － －

倒産防止特別相談事業の実施内容

倒産防止特別相談事業の指導内容

　⑴　金�融�斡�旋 0件

　⑵　遊休資産の処分 0件

　⑶　事�業�転�換 0件

　⑷　売上・経費面の指導・助言 3件

　⑸　金融・資産調達面の指導・助言 0件

　⑹　経営・再建計画等の作成指導・助言 3件

　⑺　事業の整理・縮小・廃業 1件

　⑻　社内外の係争や債権回収に関する対応策の指導・助言 0件

　⑼　そ　の　他 0件

　　　　合　　　計 7件

経営指導員の調査研究の実施内容

（図書購入）

・『確定申告の手引き』 1件

・『消費税の実務と申告』 1件

・『ＴＳＲ情報』 24件
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作　成（訂正・追加）　令和６年４月１日～９月30日

登��録��者��数　　1,594名

　　　　　　　　法規に基づき管理・運用につとめた。

会員台帳作成　　　　　令和６年４月１日～令和７年３月31日

登�録�会�員�数　　2,197名

2,207.51㎡（668 坪）　　　1,899.09㎡（575 坪）

 （但し、県信用保証協会分337㎡を含む）

鉄骨造　地上５階　延4,501.22㎡　平成20年12月10日竣工

　①　本　館　延4,501.22㎡　平成20年12月10日竣工

　　　　　　　 （３階：770.49㎡は鳥取県信用保証協会区分所有）

　　　１　階　889.57㎡

　　　２　階　894.61㎡

　　　３　階　894.61㎡

　　　４　階　894.61㎡

　　　５　階　894.61㎡

　　　ＰＨ階　33.21㎡

　②　倉庫　　 79.2㎡

　③　守衛室　 9.92㎡

　　　総合計　4,590.34㎡

展示ショールーム、商工組合中央金庫鳥取支店、

鳥取本町郵便局、鳥取県鍼灸マッサージ師会、鳥

取市中小企業勤労者福祉サービスセンター

鳥取県遺族会、鳥取法人会、鳥取県法人会連合会、

鳥取県暴力追放センター、鳥取県測量設計業協会、

日本経済新聞社鳥取支局、ＪＴＡグループ鳥取事

務所、アクサ生命保険山陰支社鳥取営業所、いな

ば総合法律事務所、鳥取県不動産鑑定士協会

鳥取県信用保証協会（区分所有）

商工会議所、商工会議所第３会議室、中国税理士

会鳥取県支部、前田剛税理士事務所、国民政治協

会鳥取支部、鳥取県電器商業組合、鳥取県経営者

協会、鳥取商工振興協会、マーブルモード

いなば総合法律事務所、山陰放送鳥取支社、大会

議室、中会議室、第１会議室、第２会議室

駐車場内

　８．登　　　　録

　　⑴　法�定�台�帳

　　⑵　任�意�台�帳

　９．会　 館　 ・

　　　事��務��所��等

　　ア　会館の状況

　　　⑴　土　　地

　　　⑵　建　　物
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○商工会議所使用部分

　１　階　展示スペース� 50.16㎡

　２　階　創業準備オフィス⑶� 16.48㎡

　４　階　事務室� 224.38㎡

　　〃　　特別応接室� 47.10㎡

　　〃　　会頭室� 39.57㎡

　　〃　　専務室� 26.72㎡

　　〃　　第３会議室� 22.17㎡

　　〃　　第４会議室� 39.50㎡

　　〃　　書庫・倉庫� 25.71㎡

　　〃　　応接室� 17.85㎡

　　〃　　相談室⑴⑵� 13.26㎡

　　〃　　印刷室� 12.78㎡

　　〃　　倉庫� 4.72㎡

　５　階　大会議室（分割使用可能）� 261.66㎡

　　〃　　中会議室� 71.32㎡

　　〃　　第１会議室� 25.00㎡

　　〃　　第２会議室� 26.25㎡

　　〃　　倉庫� 40.60㎡

　ＰＨ階　倉庫� 10.75㎡

○貸室状況

　１　階　商工組合中央金庫鳥取支店� 220.67㎡

　　〃　　空きテナント� 93.92㎡

　　〃　　鳥取本町郵便局� 136.79㎡

　　〃　　鳥取県鍼灸マッサージ師会� 16.11㎡

　　〃　　鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンター� 68.64㎡

　２　階　鳥取県遺族会� 23.75㎡

　　〃　　いなば総合法律事務所� 15.75㎡

　　〃　　鳥取法人会、鳥取県法人会連合会� 81.36㎡

　　〃　　鳥取県暴力追放センター� 44.24㎡

　　〃　　鳥取県測量設計業協会� 35.22㎡

　　〃　　日本経済新聞社鳥取支局� 117.73㎡

　　〃　　ＪＴＡGroup鳥取事務所� 81.05㎡

　　〃　　アクサ生命保険山陰支社鳥取営業所� 246.63㎡

　　〃　　鳥取県不動産鑑定士協会� 19.87㎡

　　〃　　創業オフィス⑶� 16.48㎡
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　４　階　中国税理士会鳥取支部� 21.75㎡

　　〃　　前田剛税理士事務所� 32.00㎡

　　〃　　国民政治協会鳥取県支部� 15.50㎡

　　〃　　鳥取県電器商業組合� 15.50㎡

　　〃　　鳥取県経営者協会� 46.94㎡

　　〃　　鳥取商工振興協会� 27.80㎡

　　〃　　マーブルモード� 14.05㎡

　５　階　いなば総合法律事務所� 85.59㎡

　　〃　　山陰放送鳥取支社� 139.05㎡



令 和 ６ 年 度

収　支　決　算　書

収支決算書総括表

一般会計収支決算書

中小企業相談所特別会計収支決算書

中心市街地活性化対策特別会計収支決算書

法定台帳関係特別会計収支決算書

共済事業特別会計収支決算書

会館運営特別会計収支決算書

労働保険事務組合特別会計収支決算書

退職給与資金特別会計収支決算書

財政調整資金積立金特別会計収支決算書

貸借対照表

付属明細表

財産目録

監査意見書

鳥 取 商 工 会 議 所
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　令和６年度収支決算書総括表　
令和６年 4 月１日から

令和７年 3月31日まで

（単位：円）

会　計　別 繰 越 金 収　　入 支　　出 収支残高 繰入金
（支出は△）

差　　引
収支残高

一 般 会 計 40,394,230 99,361,014 81,587,387 58,167,857
57,309,156

46,401,717
△�69,075,296

中小企業相談所
特 別 会 計 0 149,341,997 148,034,904 1,307,093

4,916,107
0

△�6,223,200

中心市街地活性化
対 策 特 別 会 計 0 13,391,156 15,763,172 △�2,372,016 2,372,016 0

法 定 台 帳 関 係
特 別 会 計 0 2,754,742 2,917,706 △�162,964 162,964 0

共済事業特別会計 0 216,315,127 202,223,281 14,091,846 △�14,091,846 0

会館運営特別会計 0 136,513,526 196,924,535 △�60,411,009
60,949,209

0
△�538,200

労働保険事務組合
特 別 会 計 0 5,290,106 487,746 4,802,360 △�4,802,360 0

退 職 給 与 資 金
特 別 会 計 85,185,978 17,046 2,205,000 82,998,024 9,021,450 92,019,474

財 政 調 整 資 金
積立金特別会計 217,698,993 46,302 0 217,745,295 △�40,000,000 177,745,295

合　　計 343,279,201 623,031,016 650,143,731 316,166,486 0 316,166,486
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　令和６年度一般会計収支決算書　
令和６年 4 月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．会　　費 55,798,500 57,680,000 △ �1,881,500

1. 会 費 48,112,500 49,900,000 △ �1,787,500 会費年額

最初の１口　　　10,000円

２口目以降の１口 3,000円

（所報購読料月１部80円を含む）

2. 特 別 会 費 7,670,000 7,730,000 △ �60,000 役員・議員特別会費

3. 議員選挙負担金 0 0 0

4. 過 年 度 収 入 16,000 50,000 △ �34,000 ５年度会費、電子証明書取次手数料

2．事業収入 35,459,877 32,675,000 2,784,877

1. 検定事業収入 4,065,257 3,269,000 796,257 商工技術検定料

2. 広告事業収入 2,311,925 2,413,000 △ �101,075 所報協賛広告料、新年名刺
交換料

3. 事務代行手数料 229,768 233,000 △ �3,232 容器包装リサイクル業務委
託料、調査手数料

4. 証 明 手 数 料 281,930 72,000 209,930 貿易関係証明料

5. 機器運用手数料 1,631,686 2,000,000 △ �368,314 事務機器使用料

6. 参 加 料 収 入 5,781,535 5,826,000 △ �44,465 部会、委員会活動参加料他

7. 青年部事業収入 18,283,593 16,487,000 1,796,593

8. 女性会事業収入 2,874,183 2,375,000 499,183

3．交 付 金 5,930,055 10,205,000 △ �4,274,945

1. 補 助 金 0 0 0

2. 委 託 費 5,930,055 10,205,000 △ �4,274,945 各種団体事務委託料、歴まち事業委託料

4．雑 収 入 2,172,582 1,851,000 321,582

1. 預 金 利 息 59,686 1,000 58,686 普通預金利息

2. 雑 収 入 2,112,896 1,850,000 262,896 株式配当金ほか

5．繰 入 金 57,309,156 110,148,000 △ �52,838,844

1. 中小企業相談所
特別会計繰入金

0 10,000 △ �10,000

2. 労働保険事務組合
特別会計繰入金

4,802,360 3,900,000 902,360

3. 共済事業特別会計
繰 入 金

12,506,796 2,238,000 10,268,796

4. 会館運営特別会計
繰 入 金

0 10,000 △ �10,000

5. 財政調整資金積立金
特 別 会 計 繰 入 金

40,000,000 103,990,000 △ �63,990,000

6. 法定台帳関係
特別会計繰入金

0 0 0

6．繰 越 金 40,394,230 34,240,000 6,154,230

1. 繰 越 金 40,394,230 34,240,000 6,154,230 前年度繰越金

合　　　　　　　　計 197,064,400 246,799,000 △ �49,734,600
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款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事 業 費 57,972,140 66,722,000 △ �8,749,860

1. 調 査 広 報 費 6,422,991 6,587,000 △ �164,009 所報発行費、日商情報広報
費、調査関係費

2. 活 動 促 進 費 17,782,649 23,098,000 △ �5,315,351 部会及び委員会活動費、女
性会、青年部助成費、鳥取商
工振興協会補助金

3. 地域振興対策費 6,220,752 11,159,000 △ �4,938,248 県連事業関係費
歴まち事業費

4. 商 工 振 興 費 967,122 1,062,000 △ �94,878 各種商工振興費

5. 情 報 化 推
進 事 業 費

2,348,409 3,399,000 △ �1,050,591 TOAS関係諸費、サイト保
守管理費ほか

6. 検 定 事 業 費 1,982,363 1,475,000 507,363 商工技術検定事業費

7. 表 彰 費 1,090,078 1,080,000 10,078 優良従業員表彰費、役員・議
員表彰費

8. 青年部事業費 18,283,593 16,487,000 1,796,593

9. 女性会事業費 2,874,183 2,375,000 499,183

2．管 理 費 23,615,247 27,466,000 △ �3,850,753

1. 俸 給 5,400,000 5,400,000 0 役職員本俸1名分

2. 諸 手 当 664,314 651,000 13,314 役職員諸手当1名分

3. 賞 与 1,867,500 1,868,000 △ �500 役職員期末手当1名分

4. 福 利 厚 生 費 1,291,106 1,560,000 △ �268,894 法定福利費ほか

5. 旅 費 交 通 費 1,976,667 2,386,000 △ �409,333 諸会議出席旅費ほか

6. 通 信 運 搬 費 646,470 569,000 77,470 電話、ファクシミリ、郵券料

7. 什 器 備 品 費 195,600 574,000 △ �378,400 事務用備品代

8. 消 耗 品 費 980,289 843,000 137,289 事務用消耗品代

9. 図 書 費 351,740 380,000 △ �28,260 図書、新聞代ほか

10. 印 刷 費 785,620 800,000 △ �14,380 決算書、封筒印刷代ほか

11. 水 道 光 熱 費 263,628 300,000 △ �36,372 電気、ガス代

12. 共 益 費 80,583 133,000 △ �52,417 事務室等共益費

13. 事 務 諸 費 1,234,703 1,622,000 △ �387,297 広告費、振込手数料ほか

14. 車 両 関 係 費 185,769 716,000 △ �530,231 公用車維持管理費

15. 会 議 費 2,564,377 2,945,000 △ �380,623 議員総会、常議員会開催費ほか

16. 渉 外 費 501,943 816,000 △ �314,057 慶弔関係費ほか

17. 公 課 2,443,058 3,688,000 △ �1,244,942 消費税ほか

18. 分 担 金 2,181,880 2,215,000 △ �33,120 日商会費ほか

19. 選 挙 事 務 費 0 0 0 議員選挙関係費

支　出　の　部� （単位：円）
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款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

3．繰 出 金 69,075,296 136,752,000 △ �67,676,704

1. 中小企業相談所
特別会計繰出金

4,916,107 4,590,000 326,107

2. 中心市街地活性化対策
特 別 会 計 繰 出 金

2,372,016 2,842,000 △ �469,984

3. 法定台帳関係
特別会計繰出金

162,964 445,000 △ �282,036

4. 共済事業特別会計
繰 出 金

0 0 0

5. 会館運営特別会計
繰 出 金

60,949,209 128,190,000 △ �67,240,791

6. 退職給与資金
特別会計繰出金

675,000 675,000 0

7. 財政調整資金積立金
特 別 会 計 繰 出 金

0 10,000 △ �10,000

4．その他の
支　　出

0 5,000 △ �5,000

1. 過 年 度 支 出 0 5,000 △ �5,000

5．予 備 費 0 15,854,000 △ �15,854,000

1. 予 備 費 0 15,854,000 △ �15,854,000

支　  出　  合　  計 150,662,683 246,799,000 △ �96,136,317

収　支　剰　余　金 46,401,717 0 46,401,717 次年度へ繰越

合　　　　　　　　計 197,064,400 246,799,000 △ 49,734,600
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　令和６年度中小企業相談所特別会計収支決算書　
令和６年 4 月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．交　付　金 148,097,514 154,161,000 △ �6,063,486

1. 交 付 金 89,526,969 90,205,000 △ �678,031 鳥取県小規模事業者等経営
支援交付金

2. 県 補 助 金 44,018,600 50,268,000 △ �6,249,400 産業未来共創補助金

3. 委 託 料 14,551,945 13,688,000 863,945 鳥取市制度融資委託料ほか

2．繰　入　金 4,916,107 4,590,000 326,107

1. 一般会計繰入金 4,916,107 4,590,000 326,107

3．受講料収入 102,500 110,000 △ �7,500

1. 受 講 料 収 入 102,500 110,000 △ �7,500 創業塾受講料ほか

4．手数料収入 537,900 550,000 △ �12,100

1. 手 数 料 収 入 537,900 550,000 △ �12,100 税務支援手数料ほか

5．雑　収　入 604,083 400,000 204,083

1. 雑 収 入 604,083 400,000 204,083 小規模企業共済事務
手数料ほか

合　　　　　　　　計 154,258,104 159,811,000 △ �5,552,896

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．交　付　金 70,392,081 69,168,000 1,224,081

1. 俸 給 49,785,600 48,691,000 1,094,600 経営支援専門員等本俸14
名分

2. 賞 与 17,669,207 17,185,000 484,207 経営支援専門員等期末手当
14名分

3. 諸 手 当 2,140,950 2,192,000 △ �51,050 経営支援専門員等諸手当
14名分

4. 超過勤務手当 796,324 1,100,000 △ �303,676 経営支援専門員等超過勤務
手当

2．旅　　　費 540,798 610,000 △ �69,202

1. 旅 費 540,798 610,000 △ �69,202 研修・会議等旅費

3．福利厚生費 13,459,312 13,356,000 103,312

1. 福 利 厚 生 費 13,459,312 13,356,000 103,312 法定福利費ほか

支　出　の　部� （単位：円）
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款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

4．事　務　費 1,430,600 1,600,000 △ �169,400

1. 備 品 費 0 50,000 △ �50,000

2. 消 耗 品 費 926,650 900,000 26,650 プリンター保守カウンター
料、文具代ほか

3. 印 刷 製 本 費 0 20,000 △ �20,000

4. 通 信 運 搬 費 392,545 456,000 △ �63,455 電話代、郵券代ほか

5. 修 繕 費 0 22,000 △ �22,000

6. 調 査 研 究 費 86,055 112,000 △ �25,945 参考図書代ほか

7. 雑 費 25,350 40,000 △ �14,650 振込手数料ほか

5．会　議　費 154,638 200,000 △ �45,362

1. 協 議 会 費 154,638 200,000 △ �45,362

6．事　務　所
管　理　費

4,194,811 3,990,000 204,811

1. 事務所管理費 4,194,811 3,990,000 204,811 共益費、光熱費ほか

7．指導事業費 3,647,311 4,220,000 △ �572,689

1. 講習会開催費 3,191,472 3,270,000 △ �78,528 創業塾・セミナー等開催費

2. 金 融 指 導 費 455,839 950,000 △ �494,161 金融相談会開催費ほか

8．資�質�向�上
対　策　費

311,020 572,000 △ �260,980

1. 資質向上対策�
事 業 費

311,020 572,000 △ �260,980 経営支援専門員等研修費

9．小規模事業
対　策　費

977,929 972,000 5,929

1. 小 規 模 事 業
施 策 普 及 費

357,929 352,000 5,929 所報発行負担金ほか

2. 若手後継者等育成
事 業 費

620,000 620,000 0 青年部・女性会活動推進費

10．経�営�安�定
特�別�相�談
事　業　費

160,600 250,000 △ �89,400

1. 特別相談事業費 96,800 77,000 19,800 調査加盟料

2. 緊急対策事業費 63,800 73,000 △�9,200 情報誌購読料

3. 事業承継支援
事 業 費

0 100,000 △ �100,000

11．経�営�支�援
事　業　費

2,731,039 2,738,000 △ �6,961

1. 需 要 創 出 等
推 進 事 業 費

1,347,320 1,738,000 △ �390,680 商談会事業費ほか

2. 専門家派遣事
業 費

1,383,719 1,000,000 383,719 専門家派遣謝金ほか

12．農商工連携
マッチング
事　業　費

6,484,440 6,266,000 218,440

1. 農商工連携マッ
チング事業費

6,484,440 6,266,000 218,440 農商工連携マッチング事業
費
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款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

13．県産業成長
応援事業費 43,418,600 49,519,000 △ �6,100,400

1. 県産業成長応援�
事 業 費

43,418,600 49,519,000 △ �6,100,400

14．繰 出 金 6,354,925 6,350,000 4,925

1. 一般会計繰出金 0 10,000 △ �10,000

2. 退職給与資金�
特別会計繰出金

6,223,200 6,212,000 11,200

3. 商工振興協会�
繰 出 金

131,725 128,000 3,725

合　　　　　　　　計 154,258,104 159,811,000 △ �5,552,896
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支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 14,245,584 14,891,000 △ �645,416

1. イベント開催
事 業 費

724,515 700,000 24,515 市民交流ホール自主イベン
ト事業費ほか

2. 調査研究事業費 500,000 500,000 0

3. パ レ ットと っ とり�
市民交流ホール運営費

13,021,069 13,691,000 △ �669,931 市民交流ホール維持管理
費、人件費３名分ほか

2．管　理　費 1,517,588 1,550,000 △ �32,412

1. その他管理費 1,517,588 1,550,000 △ �32,412 鳥取市中心市街地活性化協
議会運営協力金、振込手数
料ほか

3．予　備　費 0 1,000 △ �1,000

1. 予 備 費 0 1,000 △ �1,000

合　　　　　　　　計 15,763,172 16,442,000 △ �678,828

　令和６年度中心市街地活性化対策特別会計収支決算書　
令和６年 4 月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．補　助　金 11,005,612 11,598,000 △ �592,388

1. 市 補 助 金 10,805,612 11,398,000 △ �592,388 市民交流ホール運営・利用
促進補助金

2. 活 性 化 協 議
会 補 助 金

200,000 200,000 0 中心市街地活性化事業補助金

2．事�業�収�入 2,385,544 2,001,000 384,544

1. 事業実施主体者�
負 担 金 収 入 0 1,000 △ �1,000

2. 市民交流ホール�
使 用 料 収 入

2,385,544 2,000,000 385,544 市民交流ホール使用料収入

3．繰　入　金 2,372,016 2,842,000 △ �469,984

1. 一般会計繰入金 2,372,016 2,842,000 △ �469,984

4．雑　収　入 0 1,000 △ �1,000

1. 雑 収 入 0 1,000 △ �1,000

合　　　　　　　　計 15,763,172 16,442,000 △ �678,828
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　令和６年度法定台帳関係特別会計収支決算書　
令和６年 4 月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．負　担　金 2,752,000 2,716,000 36,000

1. 負 担 金 2,744,000 2,706,000 38,000 本年度負担金

2. 過年度負担金 8,000 10,000 △ �2,000

2．繰　入　金 162,964 445,000 △ �282,036

1. 一般会計繰入金 162,964 445,000 △ �282,036

3．雑　収　入 2,742 1,000 1,742

1. 預 金 利 息 2,742 1,000 1,742 普通預金利息

合　　　　　　　　計 2,917,706 3,162,000 △ 244,294

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 886,649 792,000 94,649

1. 印 刷 費 243,493 83,000 160,493 同意書、封筒ほか印刷代

2. 通 信 運 搬 費 478,356 544,000 △ �65,644 郵送料、電話料

3. 旅 費 交 通 費 76,800 77,000 △ �200 ガソリン代

4. 広 報 費 88,000 88,000 0 所報発行負担金

2．管　理　費 2,031,057 2,370,000 △ �338,943

1. 俸 給 1,840,792 2,160,000 △ �319,208

2. 諸 手 当 0 0 0

3. 賞 与 0 0 0

4. 福 利 厚 生 費 0 0 0

5. 共 益 費 53,722 112,000 △ �58,278

6. 事 務 諸 費 136,543 98,000 38,543 振込手数料ほか

3．繰　出　金 0 0 0

1. 一般会計操出金 0 0 0

合　　　　　　　　計 2,917,706 3,162,000 △ 244,294
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　令和６年度共済事業特別会計収支決算書　
令和６年 4 月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．取扱手数料 39,024,650 38,093,000 931,650

1. 生 命 共 済 34,129,842 33,118,000 1,011,842 わかとり共済、業務災害補
償プランほか

2. 経営者年金共済 78,058 64,000 14,058 経営者年金共済、個人年金

3. 特定退職金共済 4,816,750 4,911,000 △ �94,250 特定退職金共済

2．共�済�事�業
掛�金�収�入

91,518,250 93,309,000 △ �1,790,750

1. 特 定 退 職 金
共 済 掛 金

91,518,250 93,309,000 △ �1,790,750 特定退職金共済掛金収入

3．企�業�年�金
契約給付金
受　　　入

85,708,203 85,700,000 8,203

1. 特 定 退 職 金
共済給付金受入

85,708,203 85,700,000 8,203

4．繰　入　金 0 0 0

1. 一般会計繰入金 0 0 0

5．積立金取崩
収　　　入

0 10,000 △ �10,000

1. 退 職 積 立 金
取 崩 収 入

0 10,000 △ �10,000

6．雑　収　入 64,024 11,000 53,024

1. 預 金 利 息 18,565 1,000 17,565 普通預金利息

2. 雑 収 入 45,459 10,000 35,459 配当金ほか

合　　　　　　　　計 216,315,127 217,123,000 △ �807,873
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支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 718,612 956,000 △ �237,388

1. 事 業 推 進 費 718,612 956,000 △ �237,388 口振手数料ほか

2．企�業�年�金
契約給付金

85,708,203 85,700,000 8,203

1. 特 定 退 職 金
共 済 給 付 金

85,708,203 85,700,000 8,203

3．給　付　金 1,675,000 1,810,000 △ �135,000

1. 見 舞 給 付 金 1,675,000 1,800,000 △ �125,000 わかとり共済見舞金、祝金

2. その他給付金 0 10,000 △ �10,000

4．管　理　費 22,603,216 30,738,000 △ �8,134,784

1. 俸 給 12,680,400 17,299,000 △ �4,618,600 職員本俸３名分

2. 諸 手 当 807,601 1,057,000 △ �249,399 職員諸手当３名分

3. 賞 与 4,450,211 5,982,000 △ �1,531,789 職員期末手当３名分

4. 福 利 厚 生 費 3,391,422 4,727,000 △ �1,335,578 法定福利費ほか

5. 旅 費 交 通 費 253,805 293,000 △ �39,195 公用車ガソリン代ほか

6. 通 信 運 搬 費 166,182 280,000 △ �113,818 電話代、郵券料ほか

7. 共 益 費 402,914 480,000 △ �77,086 事務所共益費

8. 事 務 諸 費 450,681 620,000 △ �169,319 消耗品費、コピー代ほか

5．積　立　金 91,518,250 93,309,000 △ �1,790,750

1. 特定退職金共済
事 業 積 立 金

91,518,250 93,309,000 △ �1,790,750 特定退職金共済掛金積立

6．退職給与金 0 10,000 △ �10,000

1. 退 職 給 与 金 0 10,000 △ �10,000

7．繰　出　金 14,091,846 4,400,000 9,691,846

1. 一般会計繰出金 12,506,796 2,238,000 10,268,796

2. 退職給与資金�
特別会計繰出金

1,585,050 2,162,000 △ �576,950

8．予　備　費 0 200,000 △ �200,000

1. 予 備 費 0 200,000 △ �200,000

合　　　　　　　　計 216,315,127 217,123,000 △ �807,873
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　令和６年度会館運営特別会計収支決算書　
令和６年 4月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．貸室料収入 52,983,751 51,804,000 1,179,751

1. 定 期貸室料収入 41,312,254 40,728,000 584,254 テナント家賃、倉庫料

2. 臨 時 貸 室 収 入 1,282,663 1,758,000 △ �475,337 会議室使用料

3. 駐 車 場 収 入 7,122,520 6,902,000 220,520 月極・有料駐車場代ほか

4. その他付帯収入 3,266,314 2,416,000 850,314 ガス料、広告看板設置代ほか

2．共益費収入 24,173,117 23,187,000 986,117

1. 共 益 費 収 入 16,227,015 16,455,000 △ �227,985 共通管理費

2. 電 気 料 収 入 7,433,584 6,120,000 1,313,584 電気料

3. 電 話 料 収 入 512,518 612,000 △ �99,482 事務所電話料

3．雑　収　入 25,096,658 204,000 24,892,658

1. 預 金 利 息 33,052 6,000 27,052 普通・定期預金利息

2. 雑 収 入 25,063,606 198,000 24,865,606 空調更新工事補助金

4．繰　入　金 60,949,209 128,190,000 △ �67,240,791

1. 一 般会計繰入金 60,949,209 128,190,000 △ �67,240,791

5．そ�の�他�の
収　　　入

0 10,000 △ �10,000

1. 敷 金 等 収 入 0 10,000 △ �10,000

6．積立金取崩
収　　　入

34,260,000 30,030,000 4,230,000

1. 退 職給与積立金
取 崩 収 入 0 10,000 △ �10,000

2. 敷金積立金取崩収入 0 10,000 △ �10,000

3. 修繕積立金取崩収入 34,260,000 30,010,000 4,250,000

合　　　　　　　　計 197,462,735 233,425,000 △ �35,962,265
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支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．維　持　費 125,587,617 158,821,000 △ �33,233,383

1. 保 守 料 2,695,176 3,016,000 △ �320,824 建物・設備定期点検料

2. 警 備 委 託 料 221,100 235,000 △ �13,900 建物・駐車場警備料

3. 保 険 料 397,860 400,000 △ �2,140 火災保険料

4. 水 道 光 熱 費 10,989,321 11,562,000 △ �572,679 電気・ガス・水道代

5. 清 掃 費 4,850,440 4,913,000 △ �62,560 清掃料、ごみ収集料ほか

6. 修 繕 費 106,433,720 138,695,000 △ �32,261,280 空調更新工事代他

7. 貸 室 改 修 費 0 0 0

2．管　理　費 26,704,721 29,230,000 △ �2,525,279

1. 俸 給 4,305,600 4,280,000 25,600 職員本俸1名分

2. 諸 手 当 377,400 347,000 30,400 職員諸手当1名分

3. 賞 与 1,563,471 1,480,000 83,471 職員期末手当1名分

4. 福 利 厚 生 費 1,204,016 1,192,000 12,016 法定福利費ほか

5. 旅 費 交 通 費 0 10,000 △ �10,000

6. 通 信 運 搬 費 738,970 814,000 △ �75,030 電話料、Wi-Fi利用料ほか

7. 什 器 備 品 費 141,240 542,000 △ �400,760 備品代

8. 消 耗 品 費 288,738 615,000 △ �326,262 トイレットペーパー代ほか

9. 公 課 分 担 金 11,881,295 13,719,000 △ �1,837,705 固定資産税、法人税ほか

10. 事 務 諸 費 230,409 123,000 107,409 振込手数料ほか

11. 借 上 料 4,815,360 4,816,000 △ �640 駐車場借上料

12. 車 両 関 係 費 1,158,222 1,292,000 △ �133,778 公用車維持管理費

3．返　済　金 34,632,197 34,499,000 133,197

1. 借 入 金 返 済 金 30,396,000 30,396,000 0

2. 借 入 金 利 息 4,236,197 4,103,000 133,197

4．退職給与金 0 10,000 △ �10,000

1. 退 職 給 与 金 0 10,000 △ �10,000

5．繰　出　金 10,538,200 10,555,000 △ �16,800

1. 一 般会計繰出金 0 10,000 △ �10,000

2. 退 職 給 与 資 金
特別会計繰出金

538,200 535,000 3,200

3. 敷 金 積 立 金 0 10,000 △ �10,000

4. 修 繕 積 立 金 10,000,000 10,000,000 0

6．そ�の�他�の
支　　　出

0 10,000 △ �10,000

1. 敷 金 返 済 支 出 0 10,000 △ �10,000

7．予　備　費 0 300,000 △ �300,000

1. 予 備 費 0 300,000 △ �300,000

合　　　　　　　　計 197,462,735 233,425,000 △ �35,962,265
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　令和６年度労働保険事務組合特別会計収支決算書　
令和６年 4月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．会　　　費 110,055 120,000 △ �9,945

1. 会 費 110,055 120,000 △ �9,945 全国労保連会費

２．支払手数料 234,535 240,000 △ �5,465

1. 支 払 手 数 料 234,535 240,000 △ �5,465 全国労保連総コン利用料

３．事　務　費 143,156 150,000 △ �6,844

1. 消 耗 品 費 2,175 10,000 △ �7,825

2. 通 信 運 搬 費 128,111 120,000 8,111 郵券代ほか

3. 旅 費 交 通 費 0 10,000 △ �10,000

4. 雑 費 12,870 10,000 2,870 振込手数料ほか

４．繰　出　金 4,802,360 3,900,000 902,360

1. 一般会計繰出金 4,802,360 3,900,000 902,360

合　　　　　　　　計 5,290,106 4,410,000 880,106

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事�業�収�入 5,279,425 4,405,000 874,425

1. 報 奨 金 2,158,900 2,005,000 153,900 報奨金（鳥取労働局）

2. 助 成 金 39,906 50,000 △ �10,094 適用促進活動助成金

3. 事務委託手数料 3,080,619 2,350,000 730,619 委託事業所

2．雑　収　入 10,047 5,000 5,047

1. 雑 収 入 10,047 5,000 5,047 預金利息ほか

3．特�別�会�計
繰　入　金

634 0 634

1. 特別会計繰入金 634 0 634 労働保険特別会計より利息
繰入

合　　　　　　　　計 5,290,106 4,410,000 �880,106
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　令和６年度退職給与資金特別会計収支決算書　
令和６年 4月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．繰　入　金 9,021,450 9,584,000 △ �562,550

1．一般会計繰入金 675,000 675,000 0

2．中小企業相談所
特別会計繰入金

6,223,200 6,212,000 11,200

3．法定台帳関係
特別会計繰入金

0 0 0

4．共済事業特別
会 計 繰 入 金

1,585,050 2,162,000 △ �576,950

5．会館運営特別
会 計 繰 入 金

538,200 535,000 3,200

２．雑　収　入 17,046 3,000 14,046

1．預 金 利 息 17,046 3,000 14,046 普通・定期預金利息

３．繰　越　金 85,185,978 87,409,000 △ �2,223,022

1．繰 越 金 85,185,978 87,409,000 △ �2,223,022 前年度繰越金

合　　　　　　　　計 94,224,474 96,996,000 △ 2,771,526

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．退職給与金 2,205,000 2,205,000 0

1．退 職 給 与 金 2,205,000 2,205,000 0 退職者分

支 出 合 計 2,205,000 2,205,000 0

本 年 度末資金残高 92,019,474 94,791,000 △ 2,771,526 次年度へ繰越

合　　　　　　　　計 94,224,474 96,996,000 △ 2,771,526



－ 92－

　令和６年度財政調整資金積立金特別会計収支決算書　
令和６年 4月１日から
令和７年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．繰　入　金 0 10,000 △ �10,000

1．一 般 会 計 繰 入 金 0 10,000 △ �10,000

２．雑　収　入 46,302 3,000 43,302

1．預 金 利 息 46,302 3,000 43,302

３．繰　越　金 217,698,993 217,697,000 1,993

1．繰 越 金 217,698,993 217,697,000 1,993 前年度繰越金

合　　　　　　　　計 217,745,295 217,710,000 35,295

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．繰　出　金 40,000,000 103,990,000 △ �63,990,000

1．一 般 会 計 繰 出 金 40,000,000 103,990,000 △ �63,990,000

支 出 合 計 40,000,000 103,990,000 △ �63,990,000

本 年 度末資金残高 177,745,295 113,720,000 64,025,295 次年度へ繰越

合　　　　　　　　計 217,745,295 217,710,000 35,295
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　貸　借　対　照　表　
令和７年３月31日現在

� 鳥取商工会議所　

借　　　　　　　　　　方

科　　　　　目 金　　　額

〔資　産　の　部〕 円

流　動　資　産 115,073,621

現 金 及 び 預 金 108,023,523

未 収 金 7,032,498

未 収 会 費 17,600

固　定　資　産 1,283,375,774

（有形固定資産） 941,556,272

建 物 392,323,707

建 物 付 帯 設 備 104,968,671

構 築 物 5,599,292

什 器 備 品 2,327,515

土 地 436,337,087

（その他の固定資産） 341,819,502

電 話 加 入 権 131,440

投 資 有 価 証 券 19,455,400

出 資 金 100,000

預 り 敷 金 積 立 預 金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 預 金 92,019,474

財 政 調 整 資 金 積 立 預 金 177,745,295

企 業 支 援 対 策 積 立 預 金 3,833,953

修 繕 積 立 預 金 30,000,000

合　　　　　計 1,398,449,395

貸　　　　　　　　　　方

科　　　　　目 金　　　額

〔負　債　の　部〕 円

流　動　負　債 68,671,904

前 受 金 4,812,500

未 払 金 839,490

預 り 金 13,069,354

預 り 保 険 料 49,950,560

固　定　負　債 392,212,414

長 期 借 入 金 281,659,000

預 り 敷 金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 金 92,019,474

負　　債　　計 460,884,318

〔正味財産の部〕

積　　立　　金 211,579,248

財 政 調 整 資 金 積 立 金 177,745,295

企 業 支 援 対 策 積 立 金 3,833,953

修 繕 積 立 金 30,000,000

剰　　余　　金 725,985,829

固 定 財 産 679,584,112

一 般 会 計 収 支 剰 余 金 46,401,717

正 味 財 産 計 937,565,077

合　　　　　計 1,398,449,395

（注）　１．有形固定資産の減価償却累計額� 484,447,923円　　　　　　　　　　　　　
　　　 ２．退職給与引当金の当年度繰入額� 9,038,496円　　　　　　　　　　　　　
　　　 ３．（一財）鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンターへの出捐金� 1,000,000円　　　　　　　　　　　　　
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　付　属　明　細　表　
１．積立金明細表�

区　　　　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 備 考
目的使用 その他

中小企業相談所特別会計 円 円 円 円 円

企 業 支 援 対 策 積 立 金 3,831,882 2,071 0 0 3,833,953

会 館 運 営 特 別 会 計

修 繕 積 立 金 54,260,000 5,740,000 30,000,000 0 30,000,000

財政調整資金積立金特別会計

財 政 調 整 資 金 積 立 金 217,698,993 46,302 40,000,000 0 177,745,295

合　　　　計 275,790,875 5,788,373 70,000,000 0 211,579,248

２．固定財産明細表�

勘　定　科　目 期首残高
（Ａ）

当期増加額
（Ｂ）

当期減少額
（Ｃ）

当�期�減�価
償却額（Ｄ）

期末残高
（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ） 備 考

〔 一 般 会 計 〕 円 円 円 円 円

Ⅰ　固定資産 19,658,338 0 0 184,981 19,473,357

什 器 備 品 1,018,938 0 0 184,981 833,957

投 資 有 価 証 券 18,639,400 0 0 0 18,639,400

固定財産計（①＝Ⅰ） 19,658,338 0 0 184,981 19,473,357

〔 特 別 会 計 〕

Ⅰ　固定資産 954,919,950 114,995,996 2,205,000 15,387,777 1,052,323,169

建 物 403,502,325 227,700 0 11,406,318 392,323,707

建 物 付 帯 設 備 1,227,241 105,729,800 0 1,988,370 104,968,671

構 築 物 6,770,326 0 0 1,171,034 5,599,292

什 器 備 品 2,315,613 0 0 822,055 1,493,558

土 地 436,337,087 0 0 0 436,337,087

電 話 加 入 権 131,440 0 0 0 131,440

投 資 有 価 証 券 816,000 0 0 0 816,000

出 資 金 100,000 0 0 0 100,000

預 り 敷 金 積 立 預 金 18,533,940 0 0 0 18,533,940

退 職 給 与 引 当 預 金 85,185,978 9,038,496 2,205,000 0 92,019,474

Ⅱ　固定負債 415,774,918 9,038,496 32,601,000 0 392,212,414

長 期 借 入 金 312,055,000 0 30,396,000 0 281,659,000

預 り 敷 金 18,533,940 0 0 0 18,533,940

退 職 給 与 引 当 金 85,185,978 9,038,496 2,205,000 0 92,019,474

固定財産計（②＝Ⅰ－Ⅱ） 539,145,032 105,957,500 △�30,396,000 15,387,777 660,110,755

合　　計（①＋②） 558,803,370 105,957,500 △�30,396,000 15,572,758 679,584,112
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　財　　産　　目　　録　
令和７年３月31日現在

� 鳥取商工会議所　

勘　定　科　目 摘　　　　　　　要 金　　額

〔資産の部〕 円 円

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 普通預金 108,023,523

未 収 金 一般会計 1,099,333

中小企業相談所特別会計 5,638,569

会館運営特別会計 294,596 7,032,498

未収会費 17,600 17,600

固　定　資　産

（有形固定資産）

建 物 取得価額 570,372,892

償却累計額 △�178,049,185 392,323,707

建 物 付 帯 設 備 取得価額 325,807,529

償却累計額 △�220,838,858 104,968,671

構 築 物 取得価額 54,999,434

償却累計額 △�49,400,142 5,599,292

什 器 備 品 取得価額 38,487,253

償却累計額 △�36,159,738 2,327,515

土 地 436,337,087

（その他の固定資産）

電 話 加 入 権 131,440

投 資 有 価 証 券 智頭急行株式会社 200,000

株式会社鳥取テレトピア 5,000,000

アクサ生命保険株式会社 339,400

街づくり株式会社いちろく 100,000

株式会社鳥取県情報センター 12,000,000

株式会社食のみやこ鳥取 1,000,000

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 816,000 19,455,400

出 資 金 鳥取信用金庫 100,000

預 り 敷 金 積 立 預 金 定期預金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 預 金 普通預金 25,519,474

定期預金 66,500,000 92,019,474
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勘　定　科　目 摘　　　　　　　要 金　　額

　 円 円

財 政 調 整 資 金 積 立 預 金 普通預金 93,745,295

定期預金 84,000,000 177,745,295

企 業 支 援 対 策 積 立 預 金 普通預金 3,833,953

修 繕 積 立 預 金 定期預金 30,000,000

資産の部合計 1,398,449,395

〔負債の部〕

流　動　負　債

前 受 金 会館運営特別会計 4,812,500

未 払 金 一般会計 839,490

預 り 金 一般会計 221,000

中小企業相談所特別会計 12,250,000

中心市街地活性化特別会計 598,354 13,069,354

預 り 保 険 料 共済事業特別会計 49,950,560

固　定　負　債

長 期 借 入 金 会館運営特別会計

　鳥取銀行 131,022,000

　山陰合同銀行 89,807,000

　鳥取信用金庫 60,830,000 281,659,000

預 り 敷 金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 金 92,019,474

負債の部合計 460,884,318

差引正味財産 937,565,077
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　監　 査　 意　 見　 書　

　鳥　取　商　工　会　議　所

　　　会　頭　　児　嶋　祥　悟　殿

　定款第66条の規定により会頭から提出された令和６年度事業報告書ならびに令和６年度収支決算書、貸

借対照表および財産目録について監査した結果、いずれも適正かつ正確であることを認めます。

　　　令和７年６月４日

� 鳥　取　商　工　会　議　所　　　　　　　　　

� 監　事　　安　住　　　学　㊞

� 監　事　　小　林　　　崇　㊞

� 監　事　　三　木　雅　夫　㊞
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